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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　区画、洗浄を通して柔軟化する非洗浄性の布地ケア組成物、及び水溶性フィルムを含む
製造物品であって、前記組成物がコアセルベート及び布地ケア活性物質を含み、
　前記コアセルベートが前記組成物の０．１重量％～１０重量％を構成し、前記重量百分
率が前記コアセルベートと結合してもよいし、結合しなくてもよい水を包含せず、
　前記コアセルベートがカチオン性グアーガム、カチオン性セルロースポリマー、又はこ
れらの組み合わせから選択されるカチオン性ポリマーと、アニオン性界面活性剤とから成
り、
　前記布地ケア活性物質がシリコーンを含み、
　前記シリコーンが前記組成物の２重量％～９０重量％を構成し、
　前記シリコーンが５０ｃＳｔ～６００，０００ｃＳｔの粘度を成し、並びに
　前記水溶性フィルムが前記組成物を封入して前記区画を形成する、製造物品。
【請求項２】
　前記カチオン性グアーガムが０．０７ｍｅｑ／ｇ～０．９５ｍｅｑ／ｇの範囲の電荷密
度を成し、前記カチオン性セルロースポリマーが０．５％～６０％の電荷密度を成し、１
％の電荷密度がグルコース単位１００個につき一つのカチオン電荷と定義される、請求項
１に記載の物品。
【請求項３】
　前記シリコーンが、１０，０００ｃＳｔ～６００，０００ｃＳｔの粘度を成すポリアル



(2) JP 4615570 B2 2011.1.19

10

20

30

40

50

キルシリコーン、５０ｃＳｔ～１００，０００ｃＳｔの粘度を成すアミノシリコーン、及
びこれらの組み合わせから選択される、請求項１又は２に記載の物品。
【請求項４】
　前記シリコーンが、体積基準の中位径（「χ５０」）が１マイクロメートル～３０マイ
クロメートルである粒子を含む、請求項１～３のいずれか一項に記載の物品。
【請求項５】
　前記物品が第二区画を更に含み、前記第二区画が静電気抑制剤を含み、前記静電気抑制
剤が、アミン－有機アニオンイオン対錯体、又はアミン－無機アニオンイオン対錯体、又
は組み合わせから選択され、前記静電気抑制剤が顆粒の形態である、請求項１～４のいず
れか一項に記載の物品。
【請求項６】
　前記組成物が組成物の３０重量％～７０重量％の溶媒を更に含み、前記溶媒が少なくと
もポリエチレングリコール（「ＰＥＧ」）、グリセリン、又はこれらの組み合わせを含み
、前記水溶性フィルムがポリビニルアルコールを含む、請求項１～５のいずれか一項に記
載の物品。
【請求項７】
　前記物品が砕けやすい香料マイクロカプセルを更に含み、前記物品が前記物品の５重量
％以上の洗剤用洗浄性界面活性剤を更に含み、前記水溶性フィルムがポリビニルアルコー
ルを含む、請求項１～６のいずれか一項に記載の物品。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれか一項に記載の物品を自動洗濯機の洗濯槽に投入する工程を含む
、布地処理方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は布地ケア組成物及びその使用方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来の布地柔軟化組成物類は、布地を柔軟化するために洗濯プロセスのすすぎサイクル
中に加えられるか、乾燥機添加型柔軟剤シートとして乾燥機に入れられる。しかしながら
、こうした組成物をすすぎサイクルの間に加えることは、消費者が、ビルトインの柔軟仕
上げ剤分与ユニット、取り外し可能な攪拌棒取り付け型柔軟仕上げ剤ディスペンサーを有
する洗濯機を有するか、又はダウニー（DOWNY）（登録商標）ボール（Ball）のような柔
軟仕上げ剤投入装置を有する場合を除いては、消費者にとって不便である可能性がある。
そうでなければ、消費者は洗濯プロセスを監視し、そしてすすぎサイクルが始まると直ぐ
に洗濯物に柔軟仕上げ剤を手で加えなければならない。
【０００３】
　洗浄を通して柔軟化する組成物（本明細書では以後「ＳＴＷ」組成物という）は、布地
を柔軟化し、さらに布地に他のコンディショニング効果を提供することができると共に、
洗濯プロセスにおいて洗浄段階の間に布地に加えられ、別個の布地コンディショニング組
成物を洗濯プロセスのすすぎ段階及び／又は乾燥段階へと加える必要をなくする。ＳＴＷ
組成物はしたがって、洗濯プロセスの始めに洗濯物に加えられ、このことは洗濯プロセス
の間に布地を柔軟化し、おろしたての感じを与えるための効果的で容易な方法を消費者に
提供する。
【０００４】
　一回用量の形態の布地柔軟化組成物を提供することは便利である。従来の試みは錠剤の
形態の一回用量型布地柔軟化組成物を提供することでなされてきた。しかし、こうした錠
剤類は処理された布地に望ましくない目に見える残留物を残す傾向がある可能性があり、
すすぎサイクルにおいて添加するのにのみ適しており、及び／又はわずかな布地柔軟化効
果しか提供しない。例えば、米国特許第６，２９１，４２１号及び米国特許第６，１１０
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，８８６号を参照のこと。ＳＴＷ錠剤類に関する最近の進歩に対して特許が請求されてい
る。例えば、ＰＣＴ国際公開特許ＷＯ０４／１１１１６７Ａ１を参照のこと。しかしなが
ら、液体のＳＴＷ製品、特に一回用量形態のものが消費者によって好まれるようになって
きている。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　したがって、処理された布地への布地柔軟化活性物質の有効な付着を提供し、消費者に
顕著な柔軟化効果を提供するとともに、処理された布地への目に見える残留物の付着を回
避する、改良された洗浄を通して柔軟化する組成物が、なおも必要とされている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明はこれらの及び他の必要性に対処するものである。本発明の第一の態様は、区画
、組成物、及び水溶性フィルムを含む製造物品を提供し、ここで、前記組成物は布地柔軟
化活性物質及びコアセルベートの一回用量を含み、コアセルベートの前記一回用量は、物
品が自動洗濯機の６４リットルの洗濯槽の水に投入された場合に約１ｐｐｍ（１ｐｐｍは
百万分の１）～約２５ｐｐｍのコアセルベートの達成を成し、
ここで、コアセルベートのｐｐｍ量はそのコアセルベートと結合してもよいし、結合しな
くてもよい水を包含せず、及びこの際、前記水溶性フィルムは前記組成物を封入して前記
区画を形成する。
【０００７】
　本発明の第二の態様は、区画、組成物、及び水溶性フィルムを含む製造物品を提供し、
ここで、前記組成物はコアセルベート及び布地ケア活性物質を含み、前記コアセルベート
は前記組成物の約０．１重量％～約１０重量％を構成し、及びこの重量百分率は前記コア
セルベートと結合してもよいし、結合しなくてもよい水を包含せず、前記コアセルベート
はカチオン性グアーガム、カチオン性セルロースポリマー、又はこれらの組み合わせから
選択されるカチオン性ポリマーから成り、前記布地ケア活性物質はシリコーンを含み、前
記シリコーンは組成物の約２重量％～約９０重量％を構成し、前記シリコーンは約０．０
１ｍ２／ｓ～０．６ｍ２／ｓ（約１０，０００ｃＳｔ～約６００，０００ｃＳｔ）の粘度
を成し、及び、前記水溶性フィルムは前記組成物を封入して前記区画を形成する。
【０００８】
　前記物品を使用する方法及び布地を処理するための組成物もまた提供される。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　用語「布地ケア」は本明細書では広い意味で使用され、布地に対するあらゆるコンディ
ショニング効果（一つ又は複数）を包含する。一つのこのようなコンディショニング効果
として布地の柔軟化が挙げられる。他の非限定的なコンディショニング効果としては、磨
耗の減少、皺の減少、布地感触、衣類形状の保持、衣類形状の回復、弾性効果、アイロン
掛けのし易さ、香料、おろしたての感じ、色ケア、色保持、白さの保持、布地の白さ及び
明るさの増加、ピリングの減少、静電気の減少、抗菌特性、泡の減少（特に高性能水平軸
洗濯機において）、悪臭抑制、又はそれらのいずれかの組み合わせが挙げられる。本発明
の一つの態様は投入するのに適した高濃縮布地ケア組成物、例えば一回用量物品を提供す
る。本発明の別の態様は、投入するのに、例えば容器から投入するのに適した、濃縮又は
非濃縮の布地ケア組成物を提供する。一実施形態では、組成物は自動洗濯機の洗浄サイク
ルにおいて分与される。別の実施形態では、組成物はすすぎサイクルにおいて分与される
。更に別の実施形態では、組成物は手洗い用の桶中で、洗浄サイクル又はすすぎサイクル
のいずれかにおいて分与される。更に他の実施形態では、組成物は一回きりの、最初の手
洗い用の桶中で分与される。
【００１０】
　Ａ．シリコーン
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　本発明の一つの態様は布地ケア活性物質としてシリコーンを含む布地ケア組成物を含む
。シリコーンポリマー類は、布地に柔軟性及び滑らかさを与えるだけでなく、特に複数回
の洗濯サイクル後に、布地に実質的な色外観効果を与える。理論に束縛されることを望ま
ないが、シリコーンポリマー類は、布地の摩擦を減少させることにより、自動洗濯機の洗
浄サイクル又はすすぎサイクル中に、布地に耐磨耗効果を与える。衣類をより長い間新し
く見せることができ、より長い間すり減らずにもたせることができる。
【００１１】
　シリコーンの濃度は、一つには組成物が濃縮されているか非濃縮であるかに左右される
。本組成物中へのシリコーンの組み込みの典型的な最低濃度は、布地ケア組成物の少なく
とも約１重量％、あるいは少なくとも約５重量％、あるいは少なくとも約１０重量％、あ
るいは少なくとも約１２重量％であり、及びシリコーンの組み込みの典型的な最高濃度は
、布地ケア組成物の約９０重量％未満、あるいは約７０重量％未満である。
【００１２】
　一実施形態では、組成物は布地ケア組成物の約５重量％～約９０重量％、あるいは約８
重量％～約７０重量％、あるいは約９重量％～約３０重量％、あるいは約１０重量％～２
５重量％、あるいは約１５重量％～約２４重量％のシリコーンを含む濃縮組成物である。
【００１３】
　別の実施形態では、組成物は、組成物の約２重量％～約３０重量％、あるいは約３重量
％～約２０重量％、あるいは約４重量％～約１０重量％のシリコーンを含む非濃縮組成物
である。
【００１４】
　本発明のシリコーンは化合物を含むあらゆるシリコーンであることができる。一実施形
態では、シリコーンは、ポリジアルキルシリコーン、あるいはポリジメチルシリコーン（
ポリジメチルシロキサン又は「ＰＤＭＳ」）、又はこれらの誘導体である。別の実施形態
では、シリコーンは、アミノ官能性シリコーン、アルキルオキシル化シリコーン、エトキ
シル化シリコーン、プロポキシル化シリコーン、エトキシル化／プロポキシル化シリコー
ン、四級シリコーン、又はこれらの組み合わせから選択される。他の有用なシリコーン物
質としては次式の物質を挙げてよい。
　ＨＯ［Ｓｉ（ＣＨ３）２－Ｏ］ｘ｛Ｓｉ（ＯＨ）［（ＣＨ２）３－ＮＨ－（ＣＨ２）２

－ＮＨ２］Ｏ｝ｙＨ
　式中、ｘ及びｙはシリコーンの分子量によって決まる整数であり、好ましくはシリコー
ンが２５℃で約０．０００５ｍ２／ｓ～約０．５ｍ２／ｓ（約５００ｃＳｔ～約５００，
０００ｃＳｔ）の粘度を示すような分子量を有する。この物質はまた、「アモジメチコン
」としても既知である。多数のアミン基、例えば約０．５ミリモル当量を越えるアミン基
を有するシリコーン類は使用はできるが、それらは布地の黄ばみを生ずる恐れがあるので
好ましくない。
【００１５】
　一実施形態では、シリコーンは比較的大きな分子量を成すものである。シリコーンの分
子量を記述する適した方法として、その粘度を記述することが挙げられる。高分子量のシ
リコーンとは、約０．００１～約３ｍ２／ｓ（約１，０００ｃＳｔ～約３，０００，００
０ｃＳｔ）、好ましくは約０．００６～約１ｍ２／ｓ（約６，０００ｃＳｔ～約１，００
０，０００ｃＳｔ）、あるいは約０．００７ｍ２／ｓ～約１ｍ２／ｓ（約７，０００ｃＳ
ｔ～約１，０００，０００ｃＳｔ）、あるいは０．００８ｍ２／ｓ～約１ｍ２／ｓ（８，
０００ｃＳｔ～約１，０００，０００ｃＳｔ）、あるいは約０．０１ｍ２／ｓ～約０．６
（約１０，０００ｃＳｔ～約６００，０００ｃＳｔ）、あるいは約０．１ｍ２／ｓ～約０
．３５ｍ２／ｓ（約１００，０００ｃＳｔ～約３５０，０００ｃＳｔ）の粘度を有するも
のである。さらに別の実施形態では、シリコーンは、約０．０６ｍ２／ｓ～０．６ｍ２／
ｓ（約６０，０００ｃＳｔ～約６００，０００ｃＳｔ）、あるいは約０．０７５ｍ２／ｓ
～０．３５ｍ２／ｓ（約７５，０００ｃＳｔ～約３５０，０００ｃＳｔ、及びあるいは少
なくとも約１００，０００ｃＳｔ）の粘度を有するＰＤＭＳ又はその誘導体である。ＰＤ
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ＭＳの一つの例はダウ・コーニング（Dow Corning）からのＤＣ２００流体（DC 200 flui
d）である。さらに別の実施形態では、アミノ官能シリコーンの粘度は低い可能性がある
（例えば、約５Ｅ－５～約０．１ｍ２／ｓ（約５０ｃＳｔ～約１００，０００ｃＳｔ））
。
【００１６】
　本発明を説明する目的のために、シリコーンの粘度を測定するためのあらゆる方法を用
いることができる。一つの適した方法は、本明細書に記載するような「コーン／プレート
法（Cone/Plate Method）」である。粘度は、コーン／プレート粘度計（ブルックフィー
ルド・エンジニアリング・ラボラトリーズ（Brookfield Engineering Laboratories）（
マサチューセッツ州、ストートン（Stoughton））による、ウェルズ－ブルックフィール
ド（Wells－Brookfield）コーン／プレート粘度計のような）によって測定される。コー
ン／プレート法（Cone/Plate Method）を用いるとき、スピンドルは「ＣＰ－５２」とし
、１分当たりの回転数（ｒｐｍ）は５に設定する。粘度測定は２５℃で行う。コーン／プ
レート法（Cone/Plate Method）では、約０．１ｍ２／ｓ（約１００，０００ｃＳｔ）で
測定される典型的なＰＤＭＳ流体は約１３９，０００の平均分子量を有することになる。
理論に束縛されるものではないが、高分子量のシリコーンはより粘稠であり、自動洗濯機
の洗浄サイクル及び／又はすすぎサイクルにおいて布地から、より洗い流されにくい。
【００１７】
　本発明の別の態様はシリコーンエマルションを含む布地ケア組成物を提供する。一実施
形態では、本発明の組成物は第一相、第二相及び有効量の乳化剤を含み、前記第二相が連
続的な前記第一相中に分離性の液滴を形成するようになされている。第二相、又は分散相
は、少なくとも一つの布地ケア活性物質（シリコーンのような）を含んでいる。分散相は
また、他の布地ケア活性物質類（例えば、限定されないが、静電気抑制剤及び／又は香料
）を含有してもよい。さらに、第一の相もまた少なくとも一つの布地ケア活性物質（色相
染料など）を含有してもよい。あるいは、布地ケア活性物質類を含有する幾つかの分散相
が存在してもよい。
【００１８】
　一実施形態では、布地ケア活性物質が液体、例えばシリコーン液体である場合、第二相
は定義されたχ５０を有する分離性の液滴を形成してもよい。ここで、「χ５０」は本明
細書では、体積基準での粒子の中央粒径（ミクロメーターで測定される）として定義され
る。例えば、χ５０が１０００μｍならば、粒子の体積基準で約５０％がこの直径よりも
小さく、約５０％がこの直径よりも大きい。一実施形態では、第二相を形成している液滴
は、約１０００μｍ未満、あるいは約５００μｍ未満、あるいは約１００μｍ未満の、あ
るいは少なくとも約０．１μｍ、あるいは少なくとも約１μｍ、あるいは少なくとも約２
μｍのχ５０を有する。本発明を説明する目的のために、第二相を構成する液滴のχ５０

を測定するためのあらゆる方法を使用でき、例えばホリバＬＡ９００粒度分析器（Horiba
 LA900 Particle Size Analyzer）を用いたレーザー光散乱法を使用することができる。
一つの適した方法は、粒度分析－レーザー回折法（Particle Size Analysis Laser Diffr
action Methods）に関する国際標準試験法ＩＳＯ（the International Standard test me
thod ISO）１３３２０－１：１９９９（Ｅ）によって記載される。
【００１９】
　理論に束縛されることを望まないが、約０．１μｍよりも小さなシリコーン粒子は洗浄
サイクルの間に布地中に有効に捕捉されるには微細すぎ、約１０００μｍよりも大きなシ
リコーン粒子は布地上への活性物質の分散性に劣り、結果として効果が最適ではなくなり
、及び更には布地の染み又は汚れを招く可能性がある。これとは別に、約０．５μｍ～約
５０μｍのシリコーン粒子を有するのが好ましい。直径約１μｍ～約３０μｍのシリコー
ン粒子が最も好ましい。本発明の一つの態様は、ＰＤＭＳ及び／又はアミノ官能シリコー
ンを含む布地ケア組成物を提供する。アミノ官能シリコーン（「アミノシリコーン」とも
定義される）については、約５Ｅ－５ｍ２／ｓ～約１．５ｍ２／ｓ（約５０ｃＳｔ～約１
，５００，０００ｃＳｔ）、好ましくは約０．０００１ｍ２／ｓ～約１ｍ２／ｓ（約１０
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０ｃＳｔ～約１，０００，０００ｃＳｔ）、あるいは約０．０００５ｍ２／ｓ～約０．５
ｍ２／ｓ（約５００ｃＳｔ～約５００，０００ｃＳｔ）、あるいは０．００１ｍ２／ｓ～
約０．３５ｍ２／ｓ（１，０００ｃＳｔ～約３５０，０００ｃＳｔ）、あるいは約０．０
０１５ｍ２／ｓ～約０．１ｍ２／ｓ（約１，５００ｃＳｔ～約１００，０００ｃＳｔ）の
粘度を有するのが好ましい。一実施形態では、ＰＤＭＳとアミノ官能シリコーンとが組み
合わされる。ＰＤＭＳとアミノ官能シリコーンとの組み合わせの粘度は約０．０００５ｍ
２／ｓ～約０．１ｍ２／ｓ（約５００ｃＳｔ～約１００，０００ｃＳｔ）であるのが好ま
しい。例えば、改善された布地ケア効果は、ＰＤＭＳとアミノ官能シリコーンとを、それ
ぞれ約６：１～約１：３、あるいは約５：１～約１：１、あるいは約４：１～約２：１の
比率で組み合わせることによって達成されてよい。他の実施形態では、ＰＤＭＳとアミノ
官能シリコーンとの比率は、布地ケア組成物の一部として組み込まれる前に、約３：１の
比率で組み合わされる。
【００２０】
　本発明の一つの態様は、高分子量ＰＤＭＳは、低分子量ＰＤＭＳに対して、洗浄を通し
て布地を柔軟化するのにより効果的である場合があるという驚くべき発見に基づく。しか
しながら、高分子量ＰＤＭＳは粘稠であり、それ故に加工の観点から扱いにくい。粘稠な
ＰＤＭＳ及び乳化剤を組成物に加えると、成分の不均質な混合を招く恐れがある。驚くべ
きことに、高内相エマルション（「ＨＩＰＥ」）をプレミックスとして使用することによ
り、加工の有利性が得られる。即ち、ＰＤＭＳのようなシリコーン、及び乳化剤を予備混
合してＨＩＰＥを作り、次いでこのＨＩＰＥを組成物に混合することにより、良好な混合
が達成され、それによって均質な混合物が得られることがある。結果的に、良好な布地効
果を示す組成物を得ることができる。
【００２１】
　ＨＩＰＥ類は一般に内部相（分散層）の少なくとも約６５重量％、あるいは少なくとも
約７０重量％、あるいは少なくとも約７４重量％、あるいは少なくとも約８０重量％、あ
るいは約９５重量％以下を構成し、ここで内部相はシリコーンを含む。内部相はまた、す
でに予め乳化されていない他の水不溶性布地ケア有益剤であることもできる。例えば「他
の水不溶性布地ケア有益剤」と表題が付けられた次章で論ずるような、予め乳化された水
不溶性布地ケア有益剤類は、ＨＩＰＥを形成することを必要とせずに使用することができ
る。内部相は乳化剤を用いることにより分散される。乳化剤の例としては、界面活性剤又
は表面張力減少ポリマーが挙げられる。一実施形態では、乳化剤の範囲は、ＨＩＰＥの少
なくとも約０．１重量％～約２５重量％、あるいは約１重量％～約１０重量％、あるいは
約２重量％～約６重量％である。別の実施形態では、乳化剤は水溶性であり、水の表面張
力を、脱イオン水の０．１重量％未満の濃度で、約７０ダイン未満、あるいは約６０ダイ
ン未満、あるいは約５０ダイン未満、あるいは約２０ダイン以上減少させる。別の実施形
態では、乳化剤は少なくとも部分的に水不溶性である。
【００２２】
　外部相（連続相）は、一実施形態では水であり、あるいは少なくともいくらかの水を含
み、あるいはほとんど又は全く水を含まない。別の実施形態では、水の外部相は約３５重
量％未満、あるいは約３０重量％未満、あるいは約２５重量％未満、あるいは少なくとも
約１重量％のＨＩＰＥを含む。非水性ＨＩＰＥ類は、少量の水が存在する又は全く水が存
在しない状態で、外部相として溶媒を用いて同様に調製することができる。典型的な溶媒
類としてはグリセリン及びプロピレングリコールが挙げられる。他の溶媒類は、本開示の
「溶媒」の章で列挙する。
【００２３】
　ＨＩＰＥ類は最初に油相（内部相）と乳化剤とを組み合わせることによって調製される
。次いで、外部相（例えば、水若しくは溶媒又はこれらの混合物）を穏やかな混合を用い
て油相及び乳化剤の組み合わせへとゆっくりと加える。一般的な原理として、油相がより
低粘度である（即ち、より粘稠でない）ほど、外部相（例えば水）をゆっくりと加えると
いうことがより重要である。ＨＩＰＥの性質を試験するための少なくとも一つの方法は、
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ＨＩＰＥを単に水に加えることである－水中に容易に分散した場合、そのときはそれは良
好な水連続性ＨＩＰＥである。ＨＩＰＥが容易に分散しなかった場合は、そのＨＩＰＥは
不適切に形成された可能性がある。粘度の高い外部油相、例えば１００Ｋ　ｃＳｔ（１０
０Ｋ　ｃＳｔは１００，０００ｃＳｔ（０．１ｍ２／ｓ）を意味する）のＰＤＭＳを用い
てＨＩＰＥを作る場合には、油相、乳化剤、及び外部相をすべて同時に混合して適度な攪
拌によりゆっくりと混合することが可能であり得る。ＨＩＰＥはこの手順で容易に形成さ
れてよい。従来のエマルションと比較して、ＨＩＰＥの利点は、ＨＩＰＥは比較的少量の
水での加工を可能にし得ることである。このような少量の水は、例えば布地ケア組成物が
ポリビニルアルコール（「ＰＶＯＨ」）フィルムから成る水溶性のサッシェ中に収容され
る、本発明の一回用量手法のために有用である場合がある。このようなＰＶＯＨフィルム
類は一般に比較的少ない量の水を必要とする。一実施形態では、濃縮された布地ケア組成
物は、布地ケア組成物の約０重量％～約２０重量％、あるいは約５重量％～約１５重量％
、あるいは約８重量％～約１３重量％の水を含む。
【００２４】
　一実施形態では、組成物は高度に濃縮された組成物である。水連続性であるシリコーン
の高内相エマルションは、残りの配合物に加えられる前に調製される。
【００２５】
　別の実施形態では、組成物は非濃縮組成物である。この実施形態では、シリコーンは、
少なくとも最初は、乳化されておらず、即ち、シリコーンは布地ケア組成物自体の中に乳
化されることができる。
【００２６】
　さらに別の実施形態では、布地ケア組成物は、シリコーンを含まないか、又は実質的に
含まない。
【００２７】
　Ｂ．他の水不溶性布地ケア有益剤
　シリコーンに加えて、又はシリコーンに代えて、他の物質を布地ケア有益剤として同様
に使用することができる。これらの他の剤の非限定例としては次のものが挙げられる。脂
肪油類、脂肪酸類、脂肪酸類の石鹸類、脂肪族トリグリセリド類、脂肪アルコール類、脂
肪酸エステル類、脂肪酸アミド類、脂肪族アミン類、ショ糖エステル類、分散性ポリエチ
レン類、ポリマーラテックス類、及び粘土類。
【００２８】
　非イオン性布地ケア有益剤は、ショ糖エステル類を含むことができ、典型的にはショ糖
及び脂肪酸類から誘導される。ショ糖エステルはそれのヒドロキシル基の一つ以上がエス
テル化されたショ糖部分から構成される。
【００２９】
　ショ糖は次の式を有する二糖である。
【化１】

【００３０】
　あるいは、ショ糖分子は、式：Ｍ（ＯＨ）８で表すことができ、ここでＭは二糖主鎖で
あり、分子中に全部で８個のヒドロキシル基がある。
【００３１】
　故に、ショ糖エステル類は、次式によって表すことができる。
　Ｍ（ＯＨ）８－ｘ（ＯＣ（Ｏ）Ｒ１）ｘ

　式中、ｘはエステル化されたヒドロキシル基の数であり、一方、（８－ｘ）は変化して
いない状態のヒドロキシル基であり、ｘは１～８、あるいは２～８、あるいは３～８、又
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は４～８から選択される整数であり、さらにＲ１部分は直鎖若しくは分岐鎖、環式若しく
は非環式、飽和若しくは不飽和、置換若しくは非置換のＣ１～Ｃ２２アルキル又はＣ１～
Ｃ３０アルコキシから独立に選択される。
【００３２】
　一実施形態では、Ｒ１部分は、独立に選択された様々な鎖長を有する直鎖アルキル又は
アルコキシ部分を含む。例えば、Ｒ１は、直鎖の約２０％よりも多くがＣ１８であり、あ
るいは直鎖の約５０％よりも多くがＣ１８であり、あるいは直鎖の約８０％よりも多くが
Ｃ１８である直鎖アルキル又はアルコキシ部分の混合物を含んでよい。
【００３３】
　別の実施形態では、Ｒ１部分は、飽和及び不飽和アルキル又はアルコキシ部分の混合物
を含み、不飽和度は、「ヨウ素価」（本明細書では以下「ＩＶ」と称し、標準のＡＯＣＳ
法によって測定される）によって判定することができる。本明細書に用いるのに適したシ
ョ糖エステル類のＩＶは、約１～約１５０、又は約２～約１００、又は約５～約８５の範
囲である。不飽和度を低減するべく、Ｒ１部分を水素化してもよい。より高いＩＶ、好ま
しくは約４０～約９５、が好ましい場合には、オレイン酸、並びに大豆油及びキャノーラ
油から誘導された脂肪酸類が好ましい出発物質である。
【００３４】
　さらなる実施形態では、不飽和Ｒ１部分は、不飽和部位について「シス」及び「トラン
ス」形態の混合物を含んでいてもよい。「シス」／「トランス」比は、約１：１～約５０
：１、又は約２：１～約４０：１、又は約３：１～約３０：１、又は約４：１～約２０：
１の範囲であってもよい。
【００３５】
　水不溶性布地ケア有益剤類の非限定例として、分散性ポリエチレン及びポリマーラテッ
クス類が挙げられる。これらの剤は、エマルション類、ラテックス類、分散液類、懸濁液
類などの形態であることができる。好ましくは、それらはエマルション又はラテックスの
形態である。分散性ポリエチレン類及びポリマーラテックス類は、約１ｎｍ～約１００μ
ｍ、あるいは約１０ｎｍ～約１０μｍを包含するがこれらに限定されない、広い範囲の粒
径（χ５０）を有することができる。このように、分散性ポリエチレン類及びポリマーラ
テックス類の好ましい粒子サイズは、一般にシリコーン類又は他の脂肪族油類よりも小さ
いが、これらに制限されない。
【００３６】
　一般に、ポリマーエマルション類を作るために又はポリマーラテックス類のエマルショ
ン重合のために適したあらゆる界面活性剤を、本発明の水不溶性布地ケア有益剤類を製造
するために使用することができる。適した界面活性剤類は、ポリマーエマルション類及び
ラテックス類のための乳化剤類、ポリマー分散液類のための分散剤類、並びにポリマー懸
濁液類のための懸濁剤類から成る。適した界面活性剤類としては、アニオン性、カチオン
性、及び非イオン性界面活性剤類、又はこれらの組み合わせが挙げられる。非イオン性及
びアニオン性の界面活性剤類が好ましい。一実施形態では、水不溶性布地ケア有益剤中の
界面活性剤とポリマーとの比率は、それぞれ約１：１００～約１：２、あるいは約１：５
０～約１：５である。適した水不溶性布地ケア有益剤としては、これらに限定するもので
はないが、以下に記載する例が挙げられる。
【００３７】
　分散性ポリオレフィン類
　一般に、布地ケア効果を提供するすべての分散性ポリオレフィン類を、本発明の水不溶
性布地ケア有益剤類として使用することができる。当該ポリオレフィン類は、ワックス類
、エマルション類、分散液類又は懸濁液類の形態であることができる。非限定例を以下に
記載する。
【００３８】
　一実施形態では、ポリオレフィンはポリエチレン、ポリプロピレン、又はそれらの組み
合わせから選択される。ポリオレフィンは、カルボキシル、アルキルアミド、スルホン酸
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又はアミド基のような様々な官能基を含有するように、少なくとも部分的に変性されてい
てもよい。別の実施形態では、ポリオレフィンは少なくとも部分的にカルボキシ変性され
ており、即ち言い換えれば、酸化されている。
【００３９】
　配合を容易にするために、分散性ポリオレフィンは、乳化剤を用いることによって分散
されたポリオレフィンの懸濁液又はエマルションとして導入されてよい。ポリオレフィン
懸濁液又はエマルションは、好ましくは約１重量％～約６０重量％、あるいは約１０重量
％～約５５重量％、あるいは約２０重量％～約５０重量％のポリオレフィンを含む。ポリ
オレフィンは、好ましくは、約２０℃～約１７０℃、あるいは約５０℃～約１４０℃のワ
ックス滴点（ＡＳＴＭ　Ｄ３９５４－９４、１５．０４巻‐‐‐「ワックス類の滴点に関
する標準試験方法（Standard Test Method for Dropping Point of Waxes）」参照）を有
する。適したポリエチレンワックス類は、ハニーウェル（Honeywell）（Ａ～Ｃポリエチ
レン）、クラリアント（Clariant）（ベルストロール（Velustrol）（登録商標）エマル
ション）、及びＢＡＳＦ（ルワックス（LUWAX）（登録商標））が挙げられるがこれらに
限定されない供給元から市販されている。
【００４０】
　エマルションが分散性ポリオレフィンと共に使用される場合、乳化剤はあらゆる適した
乳化剤であってよい。非限定例としては、アニオン性、カチオン性、非イオン性界面活性
剤、又はそれらの組み合わせが挙げられる。しかしながら、ほとんどすべての適した界面
活性剤又は懸濁剤を乳化剤として使用してよい。分散性ポリオレフィンは乳化剤をポリオ
レフィンワックスに対してそれぞれ約１：１００～約１：２、あるいは約１：５０～約１
：５の比率で用いることにより分散される。
【００４１】
　ポリマーラテックス類
　ポリマーラテックスは、１つ以上のモノマー類、１つ以上の乳化剤類、反応開始剤、及
び当業者には馴染みの他の構成成分類を包含するエマルション重合によって製造される。
一般に、布地ケア有益剤を提供するすべてのポリマーラテックス類を本発明の水不溶性布
地ケア有益剤として使用することができる。適したポリマーラテックス類の非限定例とし
て、ＰＣＴ国際公開特許ＷＯ０２／１８４５１、米国特許ＵＳ２００４／００３８８５１
Ａ１、及び米国特許ＵＳ２００４／００６５２０８Ａ１に開示されているものが挙げられ
る。さらなる非限定例には、次のようなポリマーラテックス類を生成する際に使用される
モノマー類が包含される。（１）１００％又は純ブチルアクリレート、（２）少なくとも
２０％（重量モノマー比）のブチルアクリレートを有する、ブチルアクリレートとブタジ
エンとの混合物、（３）ブチルアクリレートと、２０％（重量モノマー比）未満のブタジ
エンを除く他のモノマー類、（４）Ｃ６以上のアルキル炭素鎖を有するアルキルアクリレ
ート、（５）Ｃ６以上のアルキル炭素鎖を有するアルキルアクリレートと、５０％未満（
重量モノマー比）の他のモノマー類、（６）前述のモノマー系類に添加される第３のモノ
マー（重量モノマー比で２０％未満）、及び（７）これらの組み合わせ。
【００４２】
　本発明において適した布地ケア有益剤類であるポリマーラテックス類には、約－１２０
℃～約１２０℃、あるいは約－８０℃～約６０℃のガラス転移温度を有するものが包含さ
れてよい。適した乳化剤類には、アニオン性、カチオン性、非イオン性及び両性の界面活
性剤類が包含される。適した反応開始剤類には、ポリマーラテックス類のエマルション重
合に適した反応開始剤類が包含される。ポリマーラテックス類の粒径（χ５０）は約１ｎ
ｍ～約１０μｍ、あるいは約１０ｎｍ～約１μｍ、好ましくは約１０ｎｍ～約２０ｎｍで
あることができる。
【００４３】
　一実施形態では、本発明の布地ケア組成物は他の水不溶性布地ケア有益剤類を含まない
か実質的に含まない。
【００４４】
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　Ｃ．コアセルベート相
　本発明の一つの態様は、コアセルベート相と水不溶性布地ケア有益剤とを組み合わせる
プロセスを提供する。本発明の別の態様は、コアセルベート相とシリコーンとを組み合わ
せるプロセスを提供する。一実施形態では、コアセルベート相はカチオン性ポリマーとア
ニオン性界面活性剤とから成る。
【００４５】
　本発明の組成物中のコアセルベートの濃度は、布地ケア組成物の約０．０１重量％～約
２０重量％、あるいは約０．１重量％～約１０重量％、あるいは約０．５重量％～約２重
量％である。これらの百分率はカチオン性ポリマー及びアニオン性界面活性剤物質のみを
計算に入れており、コアセルベートと結合してもよいし、結合しなくてもよいいずれの水
も計算に入れない。本発明の組成物中のこのような比較的少量のコアセルベートが、シリ
コーンのような布地ケア活性物質の効果的な付着にこのような比較的大きな増加をもたら
すことがあるということは驚くべきことである。
【００４６】
　本発明の布地ケア組成物は、一実施形態では、コアセルベート相の形成を伴う。「コア
セルベート相」の語句は、本明細書では、広い意味で使用され、Ｌ．ピクレル（Piculell
）及びＢ．リンドマン（Lindman）、先進コロイド界面科学（Adv. Colloid Interface Sc
i.）、４１（１９９２年）、及びＢ．ジョンソン（Jonsson）、Ｂ．リンドマン（Lindman
）、Ｋ．ホルンバーグ（K. Holmberg）、及びＢ．クロンバーブ（Kronberb）、「水溶液
中の界面活性剤及びポリマー（Surfactants and Polymers In Aqueous Solution）」、ジ
ョン・ワイリー・アンド・サンズ（John Wiley & Sons）、１９９８年に開示されている
ような、布地ケア技術分野の当業者に既知のすべての種類の分離されたポリマー相を包含
する。コアセルベーションのメカニズム及びそのすべての具体的な形態は、「水性媒質中
の界面張力（Interfacial Forces in Aqueous Media）」、Ｃ．Ｊ．ファン・オス（C.J.v
an Oss）、マーセル・デッカー（Marcel Dekker）、１９９４年、２４５～２７１頁に、
記載されている。「コアセルベート相」とういう語句はまたしばしば「複合コアセルベー
ト相」又は「結合相分離」として文献に参照されることを、当業者は容易に理解するであ
ろう。
【００４７】
　一般に、及び本発明の一実施形態の目的のためには、コアセルベートはカチオン性ポリ
マー及びアニオン性界面活性剤により形成される。本発明の別の実施形態では、コアセル
ベートはアニオン性ポリマー及びカチオン性界面活性剤により形成されてもよい。より複
合的なコアセルベート類がまた、布地ケア組成物中の他の荷電物質、すなわち、アニオン
性、カチオン性、双極性及び／若しくは両性の界面活性剤類又はポリマー類、又はこれら
の混合物と共に形成されることができる。コアセルベートが形成されたか否かは当業者に
は容易に確認でき、コアセルベート類の形成を分析するための技術は当該技術分野におい
て既知である。例えば、選択されたいずれかの希釈段階における組成物の顕微鏡分析は、
コアセルベート相が形成されたか否かを確認するために利用できる。このようなコアセル
ベート相は、組成物中の更なる分散相として確認可能である。コアセルベート相の確認に
役立つように位相差及びノマルスキー（Nomarski）光学のような組織強化顕微鏡法を使用
することができる。染料の使用は、コアセルベート相を、組成物中に分散された他の不溶
性相から区別する際の補助となり得る。例えば、本明細書で記載するように「アニオン性
赤色染料試験（Anionic Red Dye Test）」を使用してもよい。
【００４８】
　アニオン性赤色染料コアセルベート確認試験
　この手順は、ＳＴＷ組成物、例えば、シリコーンを含有する組成物中におけるカチオン
性ポリマー及びアニオン性界面活性剤のコアセルベートの存在を定性的に確認するために
使用することができる。アニオン性ダイレクトレッドＮｏ．８０染料は、存在する場合は
カチオン性ポリマーと共にある傾向にあり、さらにコアセルベートはマトリックスの残部
とは異なる無定形の形状及びテクスチャ（組織）を有している。
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【００４９】
　手順：
　２５％活性ダイレクトレッドＮｏ．８０染料粉末（シグマ－アルドリッチ（Sigma-Aldr
ich）から）０．５ｇ及びＤＩ水１９．５ｇを組み合わせて０．６２５％の染料溶液とす
る。５滴の染料溶液を２５ｇの試験製品に加えて攪拌する。
【００５０】
　評価：
　遠心分離：１０ｍＬの染色された製品を１５ｍＬの遠心分離管に入れ、１０，０００ｒ
ｐｍで３０分間遠心分離する。（例えば、ＳＷ４０Ｔｉローターを有するベックマン・ウ
ルチマＬ－７０Ｋ超遠心分離機（Beckman Ultima L‐70 K ultracentrifuge）を用いる）
。コアセルベートが全く存在しない場合は、通常二つの層のみが存在することになる。上
部のシリコーン層及び下部の水／溶媒層で、両方とも染料を含有する。コアセルベートが
存在するなら、３つの分離した層が存在することになる。最上部の白っぽいシリコーン層
、赤色に染色されたコアセルベートを含有する中間層、及び底部の水／溶媒層である。
【００５１】
　顕微鏡下での評価：染色された製品のスライドガラスを調製し、顕微鏡下で評価する（
例えばオリンパス（Olympus）ＢＨ２顕微鏡、２０Ｘ対物、標準光源）。コアセルベート
が全く存在しないならば、ダイレクトレッドＮｏ．８０染料により均一に分散されたピン
クの色相を有する球状のシリコーン液滴の外観を見ることができる。コアセルベートは、
周りの媒質と比較して濃い赤色である無定形又は糸状の小滴として見える。
【００５２】
　希釈時の評価：０．５ｇの染色された製品を容器に入れて、４９．５ｇのＤＩ水で希釈
して１：１００の希釈物とする。コアセルベートが全く存在しない場合、溶液は、全体に
渡って均質な赤色を有し粒子がほとんど／全く見えない状態で均質に見える。コアセルベ
ートは澄んだ水溶液中に漂う濃い赤色を有する小さな粒子として見える。
【００５３】
　カチオン性ポリマーをアニオン性界面活性剤と組み合わせることによってコアセルベー
ト相が形成される場合、コアセルベート相は最初に形成され、最終の布地ケア組成物中で
は既に構築されていることが好ましい。コアセルベート相が構造化されたマトリックス中
に懸濁されていることもまた好ましい。コアセルベート相がまた、洗濯処理の適用中に、
例えば洗浄サイクル中及び／又はすすぎサイクル中に、希釈剤によって組成物を希釈する
時に形成されてもよいということは、あまり好ましくはないが本発明の範囲内である。
【００５４】
　本発明の別の実施形態では、ＳＴＷ組成物は不十分な量のアニオン性界面活性剤を含有
してカチオン性ポリマーとの複合コアセルベートを形成してもよく、また、非常に少ない
量のアニオン性界面活性剤を含有するか若しくはアニオン性界面活性剤を全く含有しなく
てもよい。この場合、いくらかの又はすべてのコアセルベートは、ＳＴＷ組成物中に含有
されるカチオン性ポリマーと、使用される洗濯洗剤によって洗浄サイクルに送達されるア
ニオン性界面活性剤（類）との、相互作用によって、洗浄サイクル中に形成される。この
場合には、一部又はすべてのコアセルベートは洗濯プロセスの洗浄サイクル中にその場で
形成される。効果及び信頼性は一般に劣るが、この組成物及び方法は本発明の範囲内であ
る。
【００５５】
　本発明のＳＴＷ組成物を一つの区画に入れ、そして第二の布地ケア組成物を第二の区画
に入れた（例えば液体洗濯洗剤）、二区画パッケージ（例えば、二つの区画、二つの注ぎ
口のプラスチックボトル、剥ぎ取り式蓋を有する二区画トレイ、非水溶性フィルムで作製
された二区画パウチ、又はポリビニルアルコールフィルムのような水溶性フィルムで作製
された二区画一回用量品）を含む布地ケア物品の別の場合には、ＳＴＷ組成物中のシリコ
ーンと他の布地ケア組成物、例えば液体洗剤中のカチオン性ポリマーとを有することが可
能である。洗剤はカチオン性ポリマーとコアセルベートを形成するアニオン性界面活性剤
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を含有できる。組成物類はしたがって、パッケージの形態によって指示され及び示唆され
るように、洗浄へと共に加えられる。第二の区画中のコアセルベートは第一の区画中のＳ
ＴＷ組成物から送達されるシリコーンの付着を改善する。効果的な又は信頼性が高いもの
としてではないが、これらの組成物、物品、及び方法は本発明の範囲内である。
【００５６】
　あるいは、カチオン性ポリマー及びアニオン性界面活性剤のコアセルベートがＳＴＷ組
成物中にあって二区画パッケージの第一の区画中に入れられることができ、そしてシリコ
ーンを二区画パッケージの第二の区画中の布地ケア組成物、例えば液体洗剤中に入れるこ
とができる。ＳＴＷ組成物中の第一の区画中のコアセルベートは、第二の区画中の布地ケ
ア組成物（例えば、液体洗剤）から送達されるシリコーンの付着を改善する。効果的な又
は信頼性の高いものとしてではないが、これらの組成物、物品、及び方法は本発明の範囲
内である。
【００５７】
　更に別の物品では、カチオン性ポリマーがＳＴＷ組成物中にあって二区画パッケージの
第一の区画中に入れられることができ、そしてシリコーン及びアニオン性界面活性剤を二
区画パッケージの第二の区画中の布地ケア組成物、例えば、液体洗剤中に入れることがで
きる。この場合には、コアセルベートのすべてが洗濯プロセスの洗浄サイクル中にその場
で形成される。ＳＴＷ組成物中の第一の区画中のカチオン性ポリマーは、第二の区画中の
布地ケア組成物（例えば、液体洗剤）から送達されるシリコーンの付着を改善する。一般
に効果的な又は信頼性の高いものとしてではないが、これらの組成物、物品、及び方法は
本発明の範囲内である。
【００５８】
　更に別の物品では、カチオン性ポリマーアニオン性界面活性剤コアセルベート及び液体
洗剤（例えば、非イオン性液体洗剤）及びシリコーンを二区画パッケージの第一の区画中
に入れることができ、そして少なくとも一つの他の布地ケア剤（例えば、ＳＣＡ）を二区
画パッケージの第二の区画中に入れることができる（例えば、二区画ＰＶＯＨ一回用量パ
ウチ）。
【００５９】
　更に別の物品では、カチオン性ポリマー及びアニオン性界面活性剤含有洗剤及びシリコ
ーンを二区画パッケージの第一の区画中に入れることができ、そして少なくとも一つの他
の布地ケア剤（例えば、ＳＣＡ）を二区画パッケージの第二の区画中に入れることができ
る（例えば、二区画ＰＶＯＨ一回用量パウチ）。
【００６０】
　１．カチオン性ポリマー
　用語「カチオン性ポリマー」は本明細書では広い意味で使用され、カチオン電荷を有し
、コアセルベートの形成における適した構成要素であるあらゆるポリマー（一実施形態で
は、カチオン性界面活性剤を包含する）を包含し、ここで、前記コアセルベートは布地コ
ンディショニング活性物質の付着を助けるのに適しており、好ましくはここで前記活性物
質は本発明のシリコーンである。
【００６１】
　シリコーンポリマーは布地コンディショニング効果を提供することができるが、これら
の効果は付着助剤の使用により大幅に増大されることができる。好ましい実施形態では、
付着助剤は、アニオン性界面活性剤と相互作用してコアセルベートを形成するカチオン性
ポリマーである。理論に束縛されないが、コアセルベートは洗浄中に小さなシリコーン液
滴を一掃し、それらを布地表面に移動させるのに役立つと考えられる。例えば、カチオン
性グアーガム及びアニオン性界面活性剤をコアセルベートとして使用することにより、本
発明のＳＴＷ組成物から布地上に付着されるシリコーンの付着効率が効果的に増大される
ことがある。コアセルベートはまた、すすぎサイクル中にシリコーン液滴が布地から洗い
流されるのを防ぐのにも役立つことがある。
【００６２】
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　本明細書の布地ケア組成物は、典型的には約５００～約５，０００，０００の分子量（
但し、一部のカチオンデンプン類は１０，０００，０００程の高い分子量であることがで
きる）、あるいは約１，０００～約２，０００，０００、あるいは約１，０００～約１，
０００，０００、あるいは約２，０００～約５００，０００の分子量を有し、少なくとも
約０．０１ｍｅｑ／ｇ、及び約２３ｍｅｑ／ｇまで、あるいは約０．０５～約８ｍｅｑ／
ｇ、あるいは約０．０８～約７ｍｅｑ／ｇ、更にはあるいは約０．１～約１ミリ当量／ｇ
（ｍｅｑ／ｇ）の電荷密度を有するカチオン性ポリマーを、約０．００１％～約１０％。
あるいは約０．０１％～約５％、あるいは約０．１％～約２％含有できる。コアセルベー
ト相においては、カチオン性ポリマーの濃度は、コアセルベート相と関連し得るいずれの
水をも包含せずにコアセルベート相の約２０重量％～約８０重量％、あるいは約３０重量
％～約８０重量％の範囲であることができ、残部はアニオン性界面活性剤である。アニオ
ン性界面活性剤とカチオン性ポリマーとの最適な比率は通常、物質の電荷密度によって決
定される。その目的は、カチオン性ポリマーと関連する大部分又はすべての正の電荷をア
ニオン性界面活性剤に関連する負の電荷で中和することである。しかしながら、組成物中
に過剰な濃度のアニオン性界面活性剤を有することは、好ましくないということはなく、
さらに洗浄サイクルにおけるＳＴＷ組成物の分散を助けることさえあり得る。
【００６３】
　本発明のカチオン性ポリマー類は、アミン塩類又は第四級アンモニウム塩類であること
ができる。第四級アンモニウム塩類が好ましい。それらには、天然のポリマー類のカチオ
ン性誘導体類、例えば一部の多糖、ガム類、デンプン及び特定のカチオン性合成ポリマー
類、例えばカチオン性ビニルピリジン又はハロゲン化ビニルピリジニウムのポリマー類及
びコポリマー類が挙げられる。好ましくは、ポリマー類は水溶性であり、例えば、２０℃
で少なくとも０．５重量％程度まで水に可溶性である。好ましくは、ポリマー類は、約５
００Ｄａ～約５，０００，０００Ｄａ、好ましくは約１，０００Ｄａ～約２，０００，０
００Ｄａ、より好ましくは約１，０００Ｄａ～約１，０００，０００Ｄａ、及び更により
好ましくは約２，０００Ｄａ～約５００，０００Ｄａ、及び特に約２０００Ｄａ～約１０
０，０００Ｄａの分子量（ダルトン）を有する。一般的な規則の通り、分子量が低いほど
、カチオン基による、通常は四級基による望ましい置換度（Ｄ．Ｓ．）が高く、又は、同
様に、置換度が低いほど、望ましい分子量は高いが、厳密な関係は存在しないようである
。一般に、カチオン性ポリマー類は、少なくとも約０．０１ｍｅｑ／ｇ、好ましくは約０
．０５～約８ｍｅｑ／ｇ、より好ましくは約０．０８～約７ｍｅｑ／ｇ、更により好まし
くは約０．１～約１ｍｅｑ／ｇの電荷密度を有していてよい。カチオン性ポリマー類は、
米国特許第６，４９２，３２２の第６欄６５行～第２４欄２４行に開示されている。他の
カチオン性ポリマー類はＣＩＦＡ「国際化粧品成分辞典（International Cosmetic Ingre
dient Dictionary and Handbook）」、第１０版、タラ　Ｅ　ゴットシャルク（Tara E. G
ottschalck）及びゲラルド　Ｎ．マキューエン・ジュニア（Gerald N. McEwen, Jr.）編
、米国化粧品工業会（The Cosmetic, Toiletry, and Fragrance Association）出版、２
００４年、に開示されている。更に他のカチオン性ポリマー類は、米国特許出願（U.S. P
atent Publication）２００３－０１３９３１２Ａ１、２００３年７月２４日発行、第３
１７段落～第３４７段落に記載されている。カチオン性ポリマー類のリストは以下のもの
を包含する。
【００６４】
　一実施形態では、カチオン性ポリマーは、多糖類ガムを含む。多糖類ガム類のうち、ガ
ラクトマンナンガム類であるグアーガム及びイナゴマメガムは市販されており、好ましい
。別の実施形態では、カチオン性ポリマーはカチオン性グアーガムを含む。グアーガム類
は、メイホール・アンド・ステインホール（Meyhall and Stein‐Hall）による商標名Ｃ
ＳＡＡ　Ｍ／２００、ＣＳＡ２００／５０として販売されており、ヒドロキシアルキル化
グアーガム類は同じ供給元から入手可能である。市販されている他の多糖類ガム類として
は、以下のものが挙げられる。キサンタンガム、ガティガム、タマリンドガム、アラビア
ゴム、及び寒天。商標名Ｎ－ハンス（N-Hance）のカチオン性グアーガム類はアクアロン
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（Aqualon）から入手可能である。
【００６５】
　適したカチオンデンプン類及び誘導体類はトウモロコシ、小麦、大麦等から、及びじゃ
がいも、タピオカ等のような根菜類、並びにデキストリン類、特にブリティッシュガム及
び白色デキストリンのような焙焼デキストリン類（pyrodextrins）から得られるもののよ
うな天然デンプン類である。
【００６６】
　幾つかの好ましい個々のカチオン性ポリマー類は以下のものである。分子量約４０，０
００で、利用可能なピリジン窒素の約６０％が四級化された、ポリビニルピリジン、分子
量約４３，０００で、利用可能なピリジン窒素の約４５％が上記のように四級化された、
ビニルピリジン／スチレンの７０／３０モル分率のコポリマー、利用可能なピリジン窒素
の約３５％が上記のように四級化された、ビニルピリジン／アクリルアミドの６０／４０
モル分率のコポリマー類、分子量約４３，０００で、利用可能なピリジン窒素の約９７％
が上記のように四級化された、ビニルピリジン／メチルメタクリレートの７７／２３及び
５７／４３モル分率のコポリマー類。これらのカチオン性ポリマー類は、例えば布地ケア
組成物の０．００１重量％～０．２重量％、特に約０．０２重量％～０．１重量％の非常
に低い濃度で、組成物中で有効である。
【００６７】
　幾つかの他のカチオン性ポリマー類としては以下のものが挙げられる。利用可能なピリ
ジン窒素の約４０％が四級化された、ビニルピリジン及びＮ－ビニルピロリドン（６３／
３７）のコポリマー、上記のように四級化された、ビニルピリジン及びアクリロニトリル
（６０／４０）のコポリマー、利用可能なアミノ窒素原子の約７５％で上記のように四級
化された、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチルメタクリレート及びスチレン（５５／４５）の
コポリマー、並びに利用可能なアミノ窒素の約７５％で上記のように四級化された、オイ
ドラギット（Eudragit）Ｅ（商標）（ローム社（Rohm GmbH））。オイドラギット（Eudra
git）Ｅ（商標）はＮ，Ｎ－ジアルキルアミノアルキルメタクリレート及び中性のアクリ
ル酸エステルのコポリマーであり、約１００，０００～１，０００，０００の分子量を有
すると考えられている。カチオン性ポリマーの別の例としては、利用可能なアミノ窒素の
約５０％で四級化された、Ｎ－ビニルピロリドン及びＮ，Ｎ－ジエチルアミノメチルメタ
クリレート（４０／５０）のコポリマーが挙げられる。これらのカチオン性ポリマー類は
、塩基性のポリマー類を四級化することによって既知の態様で調製できる。
【００６８】
　他の有用なカチオン性ポリマーの例としては、ＣＴＦＡ名、ポリクアテルニウム－６と
しても既知のマグナフロク（Magnafloc）３７０（チバ・スペシャルティ・ケミカルズ（C
iba Specialty Chemicals））、並びにポリクアテルニウム－１０及びポリクアテルニウ
ム－２４（アマコール・コーポレーション（Amerchol Corporation）から）、及びルパミ
ン（Lupamin）としても既知のポリビニルアミン（例えば、ＢＡＳＦからのルパミン（Lup
amin）１５９５及びルパミン５０９５）が挙げられる。マグナフロク（Magnafloc）３７
０は約６ｍｅｑ／ｇの比較的高い電荷密度を有する。ルパミン類（Lupamins）は約１０，
０００～約２０，０００の分子量、及び約２３ｍｅｑ／ｇの非常に高い電荷密度を有する
ことができる。カチオン性ポリマー類の他の例は、キトサン、オリゴキトサン（約５００
～約２，０００，０００、より好ましくは約５００～約５０，０００の分子量、約７０％
以下のアセチル化度、及び約０～約１０、好ましくは約１～約３の多分散性を有する物質
が好ましい）、キトサン誘導体類、四級化されたキトサン、及び３Ｖから入手可能なシン
ターレン（Syntahlen）ＣＲ（ポリクアテルニウム－３７））である。
【００６９】
　カチオン性ポリマー類の更なる例としては、四級化ポリエチレンイミン類のようなカチ
オン性ポリマー塩類が挙げられる。これらは一部又はすべてが四級化された少なくとも１
０個の繰り返し単位を有する。この部類のポリマー類の市販の例はまた、アリード・コロ
イズ（Allied Colloids）による商標登録されていない（generic）商品名アルコスタット
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（Alcostat）（商標）で販売されている。カチオン性ポリマー類の典型的な例は、米国特
許第４，１７９，３８２号（ラドキン（Rudkin）ら、第５欄２３行～第１１欄１０行に開
示されている。各ポリアミン窒素は更に、一級、二級又は三級のいずれであっても、３つ
の一般的な部類、一置換されたもの、四級化されたもの又は酸化されたもの、のうちの一
員であると定義される。ポリマー類は、塩素（Ｃｌ－）、臭素（Ｂｒ－）、ヨウ素（Ｉ－

）のような水溶性のアニオン類、又はサルフェート（ＳＯ４
２－）及びメトサルフェート

（ＣＨ３ＳＯ３
－）のようないずれかの負に荷電された他のラジカルによって中性となさ

れる。具体的なポリアミン主鎖は米国特許第２，１８２，３０６号、第３，０３３，７４
６号、第２，２０８，０９５号、第２，８０６，８３９号、第２，５５３，６９６号に開
示されている。本発明の変性されたポリアミンカチオン性ポリマー類の一つの例は、すべ
ての置換可能な窒素が水素をポリオキシアルキレンオキシ単位、－（ＣＨ２ＣＨ２Ｏ）７

Ｈで置き換えることによって変性されたＰＥＩ主鎖を含むＰＥＩ類を含む。他の適したポ
リアミンカチオン性ポリマー類は、次いでその後にすべての酸化可能な一級及び二級窒素
をＮ－オキシドへと酸化し、及び／又はいくつかの主鎖アミン単位を、例えばメチル基で
四級化することによって変性された、この分子を含む。
【００７０】
　好ましいカチオン性ポリマー類としては、カチオン性グアーガム類及びカチオン性セル
ロースポリマー類が挙げられる。好ましいカチオン性グアーガム類としては、アクアロン
（Aqualon）からのＮ－ハンス（N－Hance）（登録商標）３０００シリーズ（Ｎ－ハンス
（N－Hance）（登録商標）３０００、３１９６、３１９８、３２０５、及び３２１５）が
挙げられる。これらは約０．０７～約０．９５ｍｅｑ／ｇの範囲の電荷密度を有する。他
の効果的なカチオン性グアーガムはジャガー（Jaguar）Ｃ－１３Ｓである。カチオン性グ
アーガム類は、本発明による組成物中のカチオン性ポリマー類の極めて好ましい群であり
、残留のアニオン性界面活性剤用の捕捉剤として作用する（すすぎサイクルにおいて使用
される場合）とともに、また残留のアニオン性界面活性剤をほとんど又は全く含有しない
槽中で使用される場合であってもカチオン性繊維製品柔軟剤類の柔軟化効果を増す。その
他の多糖類系ガム類は、同様に四級化でき、種々の有効度で実質的に同様に作用する。カ
チオン性グアーガム類及びそれらを製造する方法は、英国特許第１，１３６，８４２号及
び米国特許第４，０３１，３０７号に開示されている。好ましくはカチオン性グアーガム
類は約０．１～約０．５のＤ．Ｓ．を有する。
【００７１】
　いくつかの極めて好ましいカチオン性グアーガム類及びそれらの物理特性を以下に示す
。
【表１】

【００７２】
　カチオン性ヒドロキシプロピルグアー類はまたカチオン性付着助剤類として使用される
こともできるが、いくらか性能が劣ることがある。有用な例としては、ジャガー（Jaguar
）Ｃ－１６２及びジャガー（Jaguar）Ｃ－２０００（ローディア（Rhodia）から）が挙げ
られる。
【００７３】
　カチオン性セルロースポリマー類及び別の好ましい部類の物質もまた使用できる。本発
明の「両性」ポリマー類は、それらもまた正味のカチオン電荷を有するため、即ち、これ
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らのポリマー上の合計のカチオン電荷が合計のアニオン性電荷を超えるため、包含される
。カチオン電荷の置換度は、約０．０１（ポリマー繰り返し単位１００個当たり一つのカ
チオン電荷）～約１．００（各ポリマー繰り返し単位上に一つのカチオン電荷）、及び好
ましくは約０．０１～約０．２０であることができる。正電荷は、ポリマーの主鎖又はポ
リマーの側鎖上に存在することができる。
【００７４】
　カチオン性セルロース類の電荷密度を計算するには多くの方法があるが、カチオン性電
荷の置換の程度は、単純に、グルコース繰り返し単位１００個当たりのカチオン性電荷に
よって計算することができる。グルコース繰り返し単位１００個当たり１個のカチオン性
電荷は、カチオン性セルロース類の電荷密度１％に等しい。
【００７５】
　本明細書に用いるのに好ましいカチオン性セルロース類としては、約５０，０００Ｄａ
～約２，０００，０００Ｄａ、より好ましくは約１００，０００Ｄａ～約１，０００，０
００Ｄａ、及び最も好ましくは約２００，０００Ｄａ～約８００，０００Ｄａの分子量（
ダルトン）を有する、疎水変性されてもされていなくてもよいものが挙げられる。これら
のカチオン性物質は、以下の一般構造式Ｉに従う、置換型の無水グルコース繰り返し単位
を有する。
【化２】

　式中、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３はそれぞれ独立してＨ、ＣＨ３、Ｃ８～２４アルキル（直鎖又
は分岐鎖）、
【化３】

　又はこれらの混合物であり、ｎは約１～約１０であり、ＲｘはＨ、ＣＨ３、Ｃ８～２４

アルキル（直鎖又は分岐鎖）、
【化４】

　又はこれらの混合物であり、Ｚは水溶性アニオン、好ましくは塩素イオン及び／又は臭
素イオンであり、Ｒ５はＨ、ＣＨ３、ＣＨ２ＣＨ３、又はこれらの混合物であり、Ｒ７は
ＣＨ３、ＣＨ２ＣＨ３、フェニル基、Ｃ８～２４アルキル基（直鎖又は分岐鎖）、又はこ
れらの混合物であり、さらに
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　Ｒ８及びＲ９はそれぞれ独立してＣＨ３、ＣＨ２ＣＨ３、フェニル、又はこれらの混合
物であり、
　Ｒ４はＨ、
【化５】

　又はこれらの混合物であり、式中、Ｐは以下のようなカチオン性のモノマーのラジカル
重合によって形成される付加ポリマーの繰り返し単位である。
【化６】

　式中、Ｚ’は水溶性アニオン、好ましくは塩素イオン、臭素イオン又はこれらの混合物
であり、ｑは約１～約１０である。
【００７６】
　本明細書のカチオン性セルロース類の電荷密度（グルコース単位１００個当たりのカチ
オン性電荷の数によって定義される）は、好ましくは約０．５％～約６０％、より好まし
くは約１％～約２０％、最も好ましくは約２％～約１０％である。
【００７７】
　ポリマーの無水グルコース環上のアルキル置換は、高分子物質のグルコース単位当たり
約０．０１％～約５％、より好ましくはグルコース単位当たり約０．０５％～約２％の範
囲である。
【００７８】
　構造式Ｉのカチオン性セルロースエーテル類には、同様に、市販のものが包含され、市
販物質を従来式に化学修飾することによって調製できる物質がさらに包含される。構造式
Ｉのタイプの市販のセルロースエーテル類としては、ＪＲ３０Ｍ、ＪＲ４００、ＪＲ１２
５、ＬＲ４００及びＬＫ４００ポリマー類が挙げられ、これらすべてがダウ・ケミカル（
Dow Chemical）によって販売されている。
【００７９】
　カチオン性ポリマーの別の例は、カチオン性多糖類、好ましくはデンプン、化合物であ
る。用語「多糖類」及び「カチオンデンプン」は本明細書では広い意味で用いられる。カ
チオンデンプンはまた、布地ケア活性物質として、例えば柔軟性及びコンディショニング
のためにも使用できる。カチオンデンプン類は米国特許公開（U.S. Pat. Pub.）２００４
／０２０４３３７Ａ１に記載されている。
【００８０】
　一実施形態では、布地ケア組成物はカチオン性ポリマーを含まないか本質的に含まない
。
【００８１】
　２．アニオン性界面活性剤（コアセルベートを形成するための）
　用語「アニオン性界面活性剤」は本明細書では広い意味で使用され、アニオン電荷を有
し、コアセルベートの形成における適した構成要素であるあらゆる界面活性剤（一実施形
態では、アニオン性ポリマーを包含する）を包含し、前記コアセルベートは布地コンディ
ショニング活性物質の付着を助けるのに適しており、好ましくは前記活性物質は本発明の
シリコーンである。本明細書で有用な適したアニオン性界面活性剤は、液体及び／又は固
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ができる。これらには、アルキルベンゼンスルホン酸類及びそれらの塩類、並びにアルコ
キシル化又は非アルコキシル化アルキルサルフェート物質類が挙げられる。コアセルベー
トを形成するのに必要なアニオン性界面活性剤の濃度は言うまでもなく、選択される特定
のカチオン性ポリマー及びアニオン性界面活性剤によって変わる。アニオン性界面活性剤
とカチオン性ポリマーとの最適な比率は通常、当該物質類の電荷密度によって決定される
。典型的には、コアセルベートを形成するために必要な本発明のＳＴＷ組成物中のアニオ
ン性界面活性剤の濃度は、ＳＴＷ組成物の約０．００１重量％～約１５重量％、好ましく
は約０．０１重量％～約１０重量％、より好ましくは約０．１重量％～約６重量％、及び
更により好ましくは約１重量％～約５重量％である。
【００８２】
　代表的なアニオン性界面活性剤類は、Ｃ１０～１６アルキルベンゼンスルホン酸類、好
ましくは、Ｃ１１～１４アルキルベンゼンスルホン酸類のアルカリ金属塩類である。好ま
しくは、アルキル基は直鎖であり、そのような直鎖アルキルベンゼンスルホネート類は、
「ＬＡＳ」として既知である。アルキルベンゼンスルホネート類、特にＬＡＳは、当該技
術分野において周知である。そのような界面活性剤類及びそれらの調製は、例えば、米国
特許第２，２２０，０９９号及び第２，４７７，３８３号に記載されている。特に好まし
いものは、アルキル基の炭素原子の平均数が約１１～１４の線状直鎖アルキルベンゼンス
ルホン酸ナトリウム及びカリウムである。ナトリウムＣ１１～Ｃ１４、例えば、Ｃ１２、
ＬＡＳはそのような界面活性剤の具体的な例である。
【００８３】
　他の代表的な種類のアニオン性界面活性剤にはエトキシル化アルキルサルフェート界面
活性剤類が含まれる。アルキルエーテルサルフェート類又はアルキルポリエトキシレート
サルフェート類としても既知のそのような物質類は、式：Ｒ’－Ｏ－（Ｃ２Ｈ４Ｏ）ｎ－
ＳＯ３Ｍに従うようなものであり、式中、Ｒ’はＣ８～Ｃ２０アルキル基であり、ｎは約
１～２０であり、Ｍは塩生成カチオンである。具体的な実施形態では、Ｒ’はＣ１０～Ｃ

１８アルキルであり、ｎは約１～１５であり、Ｍはナトリウム、カリウム、アンモニウム
、アルキルアンモニウム、又はアルカノールアンモニウムである。より具体的な実施形態
では、Ｒ’はＣ１２～Ｃ１６であり、ｎは約１～６であり、Ｍはナトリウムである。
【００８４】
　アルキルエーテルサルフェート類は、一般に、種々のＲ’鎖長及び種々のエトキシル化
度を含む混合物の形態で使用する。しばしばそのような混合物はまた、必然的にいくつか
の非エトキシル化アルキルサルフェート物質、すなわち、上記エトキシル化アルキルサル
フェート式で、式中、ｎ＝０である界面活性剤類も含有することになる。非エトキシル化
アルキルサルフェート類もまた本発明の組成物に別途加え、存在してよいいずれかのアニ
オン性界面活性剤構成成分として又は構成成分中で使用してよい。非アルコキシル化、例
えば非エトキシル化、アルキルエーテルサルフェート界面活性剤類の具体例は、高級Ｃ８

～Ｃ２０脂肪族アルコール類の硫酸化により製造されるものである。従来の一級アルキル
サルフェート界面活性剤類は一般式：ＲＯＳＯ３

－Ｍ＋を有し、式中、Ｒは典型的に直鎖
又は分岐鎖であってよい線状Ｃ８～Ｃ２２ヒドロカルビル基であり、Ｍは水溶性化カチオ
ンである。具体的な実施形態では、ＲはＣ１０～Ｃ１５アルキルであり、Ｍはアルカリ金
属であり、より具体的には、ＲはＣ１２～Ｃ１４であり、Ｍはナトリウムである。
【００８５】
　本明細書で有用なアニオン性界面活性剤類の具体的な非限定例としては以下のものが挙
げられる。ａ）Ｃ１１～Ｃ１８アルキルベンゼンスルホネート類（ＬＡＳ）、ｂ）Ｃ１０

～Ｃ２０一級、一分岐鎖及びランダムアルキルサルフェート類（ＡＳ）、ｃ）式（Ｉ）及
び（ＩＩ）を有するＣ１０～Ｃ１８二級（２，３）アルキルサルフェート類であって、
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【化７】

　ここで、式（Ｉ）及び（ＩＩ）中のＭは電荷の中立性を与える水素又はカチオンであり
、界面活性剤又は補助成分と関連する全てのＭ単位は、熟練者により分離された形態又は
化合物が使用されている系の相対的なｐＨによって水素原子又はカチオンのいずれかであ
ることができ、好ましいカチオンの非限定例としてはナトリウム、カリウム、アンモニウ
ム、及びこれらの混合物が挙げられ、ｘは少なくとも約７、好ましくは少なくとも約９の
整数であり、ｙは少なくとも８、好ましくは少なくとも約９の整数であるもの、ｄ）Ｃ１

０～Ｃ１８アルキルアルコキシサルフェート類（ＡＥｘＳ）であって、式中、好ましくは
ｘは１～３０であるもの、ｅ）好ましくは１～５のエトキシ単位を含むＣ１０～Ｃ１８ア
ルキルアルコキシカルボキシレート類、ｆ）米国特許第６，０２０，３０３号及び第６，
０６０，４４３号で説明されているような中鎖分岐状アルキルサルフェート類、ｇ）米国
特許第６，００８，１８１号及び第６，０２０，３０３号に説明されているような中鎖分
岐状アルキルアルコキシサルフェート類、ｈ）ＰＣＴ国際公開特許ＷＯ９９／０５２４３
、ＷＯ９９／０５２４２、ＷＯ９９／０５２４４、ＷＯ９９／０５０８２、ＷＯ９９／０
５０８４、ＷＯ９９／０５２４１、ＷＯ９９／０７６５６、ＷＯ００／２３５４９、及び
ＷＯ００／２３５４８で説明されているような変性されたアルキルベンゼンスルホネート
（ＭＬＡＳ）、ｉ）メチルエステルスルホネート（ＭＥＳ）、及びｊ）α－オレフィンス
ルホネート（ＡＯＳ）。
【００８６】
　Ｃ．乳化剤及び分散剤
　本発明の組成物（類）は、（１）従来のシリコーンエマルション又は高内相エマルショ
ン（「ＨＩＰＥ」）シリコーンエマルションを形成するため、及び／又は（２）（例えば
洗浄サイクルにおいて）組成物の分散を助けるために、分散剤又は乳化剤を含有してもよ
い。
【００８７】
　１．アニオン性界面活性剤
　本発明の一実施形態では、前述したアニオン性界面活性剤類は洗浄サイクルにおける本
発明の組成物の分散を助けるために使用されてよい。このような実施形態では、アニオン
性界面活性剤類は組成物の約１２重量％～約０．０１重量％、好ましくは約１０重量％～
約０．１重量％のような非洗浄性の濃度で使用される。アニオン性界面活性剤の他の適し
た濃度として、組成物の約８重量％～約１重量％、約２重量％～約９重量％、約６重量％
～約３重量％、及び約４重量％～約５重量％を挙げてよい。
【００８８】
　本発明の別の実施形態では、アニオン性界面活性剤類は、従来の又はＨＩＰＥのいずれ
かの、シリコーンエマルションを形成するために使用してもよい。好ましいアニオン性界
面活性剤類としては、ラウリル硫酸ナトリウム、ＨＬＡＳ（Ｃ１１～１２線状アルキルベ
ンゼンスルホン酸）、アルキル（Ｃ１２～１５）エーテル硫酸ナトリウム類（Ｃ１２～１
５ＡＥ１．１Ｓ、Ｃ１２～１５ＡＥ１．８Ｓ）、及びこれらの混合物が挙げられる。従来
のシリコーンエマルションを調製する際に、界面活性剤濃度はシリコーンエマルションの
約０．１重量％～約２０重量％の範囲で変えることができ、シリコーンはシリコーンエマ
ルションの約１重量％～約６０重量％の範囲とすることができ、残りは水である。シリコ
ーンＨＩＰＥでは、界面活性剤濃度はＨＩＰＥの約０．１重量％～約２５重量％、好まし
くは約１重量％～約１０重量％で変えることができ、シリコーンはＨＩＰＥの約７４重量
％～約９５重量％の範囲とすることができ、残りは水である。あるいは、ＨＩＰＥは溶媒
と共に、水をほとんど又は全く用いずに、例えばプロピレングリコールと共に調製するこ
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とができる。
【００８９】
　アニオン性界面活性剤及びその濃度を決定するための方法には、当該技術分野で既知の
あらゆる方法が包含される。
【００９０】
　他の有用な界面活性剤類としては非イオン性物質、カチオン性物質、双性イオン性物質
、両性界面活性剤類、及びこれらの混合物を挙げてよい。これらの界面活性剤類はシリコ
ーンのための乳化剤類であり、さらにまた洗浄サイクルにおける組成物の分散を助けるこ
ともある。別の実施形態では、該ＨＩＰＥ又はシリコーンエマルションは、これらの界面
活性剤類のいずれか１つ又はそれより多くを、含まないか又は実質的に含まない。
【００９１】
　非イオン性界面活性剤
　シリコーンポリマーの乳化、又は洗浄における組成物の分散（あるいは両方）のために
本明細書で有用な適した非イオン性界面活性剤類は、液体及び／又は固体の洗剤製品類に
典型的に使用される従来の非イオン性界面活性剤のあらゆる種類を含むことができる。こ
れらとしては、アルコキシル化脂肪族アルコール類及びアミンオキシド界面活性剤類が挙
げられる。
【００９２】
　本明細書に用いるのに適した非イオン性界面活性剤類としてはアルコールアルコキシラ
ート非イオン性界面活性剤類が挙げられる。アルコールアルコキシラート類は一般式：Ｒ
１（ＣｍＨ２ｍＯ）ｎＯＨに従う物質であり、式中、Ｒ１はＣ８～Ｃ１６アルキル基であ
り、ｍは２～４であり、ｎは約２～１２の範囲である。好ましくは、Ｒ１は、第一級又は
第二級でもよいアルキル基であり、約９～１５個の炭素原子、より好ましくは約１０～１
４個の炭素原子を含有する。一実施形態では、アルコキシル化脂肪族アルコール類はまた
、分子当り約２～１２個のエチレンオキシド部分、より好ましくは分子当り約３～１０個
のエチレンオキシド部分を含有するエトキシル化物質である。
【００９３】
　本明細書の洗剤組成物に有用なアルコキシル化脂肪族アルコール物質は、しばしば約３
～１７の範囲の親水性－親油性バランス（ＨＬＢ）を有する。より好ましくは、この物質
のＨＬＢは、約６～１５、最も好ましくは約８～１５の範囲となる。アルコキシル化脂肪
族アルコール非イオン性界面活性剤類は、シェル・ケミカル社（Shell Chemical Company
）により商標名ネオドール（Neodol）及びドバノール（Dobanol）で市販されている。
【００９４】
　本明細書で有用な非イオン性界面活性剤の他の適した種類にはアミンオキシド界面活性
剤類が含まれている。アミンオキシド類は、しばしば当該技術分野において「半極性」非
イオン性物質と呼ばれる物質である。アミンオキシド類は次の式を有する。
　Ｒ（ＥＯ）ｘ（ＰＯ）ｙ（ＢＯ）ｚＮ（Ｏ）（ＣＨ２Ｒ’）２・ｑＨ２Ｏ
　この式中、Ｒは、飽和又は不飽和、直鎖又は分岐鎖であることができる比較的長鎖のヒ
ドロカルビル部分であり、８～２０個、好ましくは１０～１６個の炭素原子を含有するこ
とができ、より好ましくはＣ１２～Ｃ１６第一級アルキルである。Ｒ’は短鎖部分で、好
ましくは水素、メチル及び－ＣＨ２ＯＨから選択される。ｘ＋ｙ＋ｚが０と異なる場合、
ＥＯはエチレンオキシ、ＰＯはプロピレンオキシ及びＢＯはブチレンオキシである。アミ
ンオキシド界面活性剤類は、Ｃ１２～１４アルキルジメチルアミンオキシドにより例示さ
れる。
【００９５】
　非イオン性界面活性剤の非限定例としては、次のものが挙げられる。ａ）シェル（Shel
l）からのネオドール（NEODOL）（登録商標）非イオン性界面活性剤類などのＣ１２～Ｃ

１８アルキルエトキシレート類、ｂ）Ｃ６～Ｃ１２アルキルフェノールアルコキシラート
類で、アルコキシラート単位はエチレンオキシ及びプロピレンオキシ単位の混合物である
もの、ｃ）ＢＡＳＦからのプルロニック（Pluronic）（登録商標）などの、Ｃ１２～Ｃ１
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８アルコール及びＣ６～Ｃ１２アルキルフェノールと、エチレンオキシド/プロピレンオ
キシドブロックポリマー類との縮合体類、ｄ）米国特許第６，１５０，３２２号に説明さ
れているようなＣ１４～Ｃ２２中鎖分岐状アルコール類、ＢＡ、ｅ）米国特許第６，１５
３，５７７号、第６，０２０、３０３号及び第６，０９３，８５６号で説明されているよ
うなＣ１４～Ｃ２２中鎖分岐状アルキルアルコキシラート類、ＢＡＥｘで、式中、ｘが１
～３０であるもの、ｆ）米国特許第４，５６５，６４７号（レナード（Llenado）、１９
８６年１月２６日発行）で説明されているようなアルキル多糖類、具体的には米国特許第
４，４８３，７８０号及び第４，４８３，７７９号で説明されているようなアルキルポリ
グリコシド類、ｇ）米国特許第５，３３２，５２８号、ＰＣＴ国際公開特許ＷＯ９２／０
６１６２、ＷＯ９３／１９１４６、ＷＯ９３／１９０３８、及びＷＯ９４／０９０９９で
説明さているようなポリヒドロキシ脂肪酸アミド類、及びｈ）米国特許第６，４８２，９
９４号及びＰＣＴ国際公開特許ＷＯ０１／４２４０８で説明されているようなエーテル末
端保護されたポリ（オキシアルキル化）アルコール界面活性剤類。
【００９６】
　他の好ましい非イオン性界面活性剤類としては、プランテラン（Planteran）２０００
、ラウレス（Laureth）－７及びロンザ（Lonza）ＰＧＥ－１０－１－Ｌ、ネオドール（Ne
odol）２３－９、及びネオドール（Neodol）２５－３、又はこれらの混合物が挙げられる
。
【００９７】
　アニオン性／非イオン性界面活性剤の組合せ
　ある場合には、アニオン性界面活性剤物質と非イオン性の界面活性剤物質の組み合わせ
を使用するのが好ましい。上記の場合、アニオン性界面活性剤と非イオン性界面活性剤の
重量比は、典型的にはそれぞれ１０：９０～９５：５、より典型的には３０：７０～７０
：３０の範囲となる。
【００９８】
　カチオン性界面活性剤
　カチオン性界面活性剤類は、当該技術分野において周知であり、これらの非限定例とし
ては２６個までの炭素原子を有することができる四級アンモニウム界面活性剤類が挙げら
れる。追加の例としては、ａ）米国特許第６，１３６，７６９号に説明されているような
アルコキシラート四級アンモニウム（ＡＱＡ）界面活性剤類、ｂ）米国特許第６，００４
，９２２号で説明されているようなジメチルヒドロキシエチル四級アンモニウム、ｃ）Ｐ
ＣＴ国際公開特許ＷＯ９８／３５００２、ＷＯ９８／３５００３、特許ＷＯ９８／３５０
０４、ＷＯ９８／３５００５、及びＷＯ９８／３５００６で説明されているようなポリア
ミンカチオン性界面活性剤類、ｄ）米国特許第４，２２８，０４２号、第４，２３９，６
６０号、第４，２６０、５２９号、及び第６，０２２，８４４号で説明されているような
カチオン性エステル界面活性剤類、並びにｅ）米国特許第６，２２１，８２５号及びＰＣ
Ｔ国際公開特許ＷＯ００／４７７０８で説明されているようなアミノ界面活性剤類、具体
的にはアミドプロピルジメチルアミン（ＡＰＡ）、ｆ）これらの組み合わせが挙げられる
。
【００９９】
　双極性界面活性剤
　双極性界面活性剤類の非限定的な例としては以下が挙げられる。二級及び三級アミン類
の誘導体類、複素環式二級及び三級アミン類の誘導体類、又は四級アンモニウム化合物、
四級ホスホニウム化合物若しくは三級スルホニウム化合物の誘導体類。双極性界面活性剤
類；ベタインの例については、米国特許第３，９２９，６７８号（ラフリン（Laughlin）
ら、１９７５年１２月３０日発行）第１９欄３８行～第２２欄４８行を参照のこと、具体
例としては、アルキルジメチルベタイン及びココジメチルアミドプロピルベタイン、Ｃ８

～Ｃ１８（好ましくはＣ１２～Ｃ１８）アミンオキシド類並びにスルホ及びヒドロキシベ
タイン類、例えば、アルキル基がＣ８～Ｃ１８、好ましくはＣ１０～Ｃ１４であることが
できるＮ－アルキル－Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ－１－プロパンスルホネートが挙げられる
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【０１００】
　両性界面活性剤
　両性界面活性剤類の非限定的な例としては次のものが挙げられる。二級若しくは三級ア
ミン類の脂肪族誘導体類、又は複素環式二級及び三級アミン類の脂肪族誘導体類、ここで
、脂肪族ラジカルは、直鎖又は分岐鎖であることができる。脂肪族置換基のうち一つは、
少なくとも約８個の炭素原子、典型的には約８～約１８個の炭素原子を含有し、そして少
なくとも一つが、アニオン性水溶性基、例えば、カルボキシ、スルホネート、サルフェー
トを含有する。両性界面活性剤の例としては、米国特許第３，９２９，６７８号、第１９
欄１８～３５行参照。
【０１０１】
　Ｄ．静電気抑制剤
　本発明の一つの態様は、静電気抑制剤を含む本発明の組成物を提供する。一実施形態で
は、静電気抑制剤はイオン対コンディショニング粒子を含む。そして、これらの粒子類は
、特定のアミン－有機アニオンイオン対錯体類及び、任意で、特定のアミン－無機アニオ
ンイオン対錯体類から成る水不溶性粒子を含んでいてよい。本発明のこれらのコンディシ
ョニング粒子の主な効果は、布地、特に乾燥機中で乾燥される布地に静電気防止効果を与
えることである。静電気抑制を提供するこれらの錯体類及び他の非錯体物質類のことを、
本明細書では以後、静電気抑制剤（Static Control Agents）（ＳＣＡｓ）という。
【０１０２】
　これらの錯体類は洗濯物に静電気防止効果を与えるが、これらの成分の使用がもたらす
問題として、香料の使用との不適合性が挙げられる。したがって本発明の一つの態様は、
香料とこれらのイオン対錯体類を、洗濯プロセスの間にこれらの組成物が投入される前の
時点において、分離しておくということの驚くべき発見に基づく。
【０１０３】
　アミン－有機アニオンイオン対錯体類は次式によって表すことができる。
【化８】

　式中、各Ｒ１及びＲ２は独立して、Ｃ１２～Ｃ２０アルキル又はアルケニルであり、各
Ｒ３はＨ又はＣＨ３である。Ａは有機アニオンを表し、アニオン性界面活性剤類並びに界
面活性を示す必要のない関連の短鎖アルキル又はアルケニル化合物から誘導される種々の
アニオン類を包含する。Ａは、アルキルスルホネート類、アリールスルホネート類、アル
キルアリールスルホネート類、アルキルサルフェート類、ジアルキルスルホスクシネート
類、アルキルオキシベンゼンスルホネート類、アシルイセチオネート類、アシルアルキル
タウレート類、アルキルエトキシル化サルフェート類、及びオレフィンスルホネート類、
及びこのようなアニオン類の混合物から成る群から選択される。「Ａ」のための好ましい
出発物質はクメンスルホン酸である。
【０１０４】
　本明細書で使用するとき、用語、アルキルスルホネートは、炭素鎖に沿った固定された
又は予め決められた場所にスルホネート部分を有するアルキル化合物類とともに炭素鎖に
沿った無作為の位置にスルホネート部分を有する化合物類を包含する。
【０１０５】
　任意に組み込まれたアミン－無機アニオンイオン対錯体類は次式によって表すことがで
きる。
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【化９】

　式中、各Ｒ１及びＲ２は独立して、Ｃ１２～Ｃ２０アルキル又はアルケニルであり、各
Ｒ３はＨ又はＣＨ３であり、ｘはアミンと無機アニオンのモル比、及び無機アニオンの価
数に相当し、ｘは１と３を含む１～３の整数である。Ｂは、サルフェート（ＳＯ４

－２）
、硫酸水素（ＨＳＯ４

－１）、ニトレート（ＮＯ３
－）、ホスフェート（ＰＯ４

－３）、
リン酸水素（ＨＰＯ４

－２）、及びリン酸二水素（Ｈ２ＰＯ４
－１）、及びこれらの混合

物、好ましくはサルフェート又は硫酸水素などの無機アニオンであるが、これらに限定さ
れない。
【０１０６】
　一実施形態では、ＳＣＡは約１０～約５００ミクロンの平均粒径を有する粒子である。
用語「平均粒径」とは、所与の物質の実際の粒子の平均の粒子直径を表す。平均は重量パ
ーセント基準で計算される。平均は、例えばレーザー光線回折又は光学若しくは走査型電
子顕微鏡を使用する顕微鏡測定のような従来の分析技術によって決定される。典型的な製
造品質の制御のために、ロタップスクリーニング法（Rotap screening method）が使用さ
れてもよい。
【０１０７】
　アミンイオン対錯体類を含有するこれらの及び他のコンディショニング剤は、米国特許
第４，８６１，５０２号、第５，０７３，２７４号、第５，０１９，２８０号、第４，８
５７，２１３号、及び第４，９１３，８２８号（デブラ　Ｓ．カズウェル（Debra S. Cas
well）ら）、及び米国特許第４，９１５，８５４号（マオ（Mao）ら）に記載されている
。
【０１０８】
　一実施形態では、イオン対コンディショニング粒子コンディショニング剤は、米国特許
第５，０１９，２８０号、第４及び５欄に列挙されている好ましい物質から選択される。
イオン対ＳＣＡｓのための適した供給源としては、デグサ（Degussa）からの公称７０％
ジステアリルアミン＋クメンスルホン酸イオン対及び３０％ビス（ジステアリル）アンモ
ニウムサルフェートの小球（prills）が挙げられる。ＳＣＡのための好ましい組成物を以
下に示す。ロタップ法（Rotap method）による粒径は、中央粒径が約９５ミクロンであり
、約１０％～約２５％未満が約５３ミクロン未満であり、さらに約４％～約６％未満が約
１７７ミクロンよりも大きい。本発明の組成物中のＳＣＡの濃度は、約１％～約３０％、
好ましくは約２％～約１５％である。
【０１０９】
　ジステアリルアミン＋クメンスルホン酸イオン対及びビス（ジステアリル）アンモニウ
ムサルフェートの構造
【化１０】

　７０％：ジステアリルアミン－クメンスルホン酸イオン対
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【化１１】

　３０％：ビス（ジステアリル）アンモニウムサルフェート（上記のジステアリルプロト
ン化アミンの硫酸塩）
【０１１０】
　他の有用なＳＣＡ類としては、例えば、バリソフト（Varisoft）４４５イミダゾリン（
デグサ（Degussa）から）、ポリエチレンイミン類及びエトキシル化ポリエチレンイミン
類（好ましいＭＷは約２０００～約２５，０００）のような、アルキル及びジアルキルイ
ミダゾリン類（プロトン化及び非プロトン化の両方）が挙げられる。他のカチオン性ポリ
マー類、例えばポリクアテルニウム－６が、静電気防止剤として機能してもよい。理論に
束縛されるものではないが、カチオン性ポリマー類は、それらがすすぎサイクル中に又は
すすぎサイクルを通して少なくとも幾つかのカチオン電荷を保持できる場合、洗浄を通し
て添加される静電気防止剤として機能することができる。
【０１１１】
　更に他の静電気防止剤類としては、ジアルキル及びモノアルキルカチオン性界面活性剤
類、及びモノアルキルカチオン性界面活性剤と脂肪酸類との組み合わせが挙げられる。タ
ロートリメチルアンモニウムクロライド、ココトリメチルアンモニウムクロライド、オレ
イルトリメチルアンモニウムクロライド、及びラウリルトリメチルアンモニウムクロライ
ドが特に好ましい。他の例は、Ｎ，Ｎ－ジ（タロウオイルオキシエチル）－Ｎ，Ｎ－ジメ
チルアンモニウムクロライド（アクゾ（Akzo）から商標名アーモソフト（Armosoft）（登
録商標）ＤＥＱで入手可能）、Ｎ，Ｎ－ジ（キャノーラ－オイルオキシエチル（canola‐
oyloxyethyl））－Ｎ，Ｎ－ジメチルアンモニウムクロライド（デグサ（Degussa）から商
標名アドゲン（Adogen）（登録商標）ＣＤＭＣ）として入手可能）、及び商標名レオクワ
ット（Rewoquat）（登録商標）ＷＥ１５及びバリソフト（Varisoft）（登録商標）ＷＥ１
６で販売され、いずれもデグサ（Degussa）から入手可能である、ジ－（オレオイルオキ
シエチル）－Ｎ，Ｎ－メチルヒドロキシエチルアンモニウムメチルサルフェートである。
他の静電気防止剤類としては、グリセロールモノステアレート（ユニケマ（Uniqema）か
らのアトマー（Atmer）（登録商標）１２９）、エトファット（Ethofat）（登録商標）２
４５／２５（アクゾ・ノベル（Akzo Nobel）からのエトキシル化トール油）、ＤＣ－５２
００（登録商標）（ダウ・コーニング（Dow Corning）からのラウリルＰＥＧ／ＰＰＧ１
８／１８メチコン)、エトミーン（Ethomeen）（登録商標）１８／１２（アクゾ・ノベル
からのビス［２－ヒドロキシエチル］オクタデシルアミン、エトミーン（Ethomeen）（登
録商標）ＨＴ／１２（アクゾ・ノベルからの水素添加タローアミン２ＥＯ）、及びワッカ
ー（Wacker）Ｌ６５６アミノ官能シリコーン（ワッカー・ケミカル・コーポレーション（
Wacker Chemical Corporation）から）が挙げられる。これらは一般に、ジステアリルア
ミン＋クメンスルホン酸イオン対及びビス（ジステアリル）アンモニウムサルフェート小
球類（prills）と比較してアニオン性の洗剤を含有する洗浄サイクルに添加された場合に
有効性の劣るＳＣＡ類である。しかしながら、ＳＴＷ組成物がＰＶＯＨフィルムを使用し
た粉末／液体二区画一回用量パウチのために処方される場合には、これらの及び他の有効
なＳＣＡ類をその一回用量パウチの粉末側において粉末又は顆粒の形態で使用することが
できる。有効なＳＣＡ類は米国特許出願公開番号（U.S. Patent Application Publicatio
n No.）２００５／００２０４７６Ａ１、１５～７４頁に示されている。
【０１１２】
　イオン対静電気防止剤類、特にジステアリルアミン／クメンスルホン酸及びジステアリ
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ルアミン／硫酸小球（prills）の最も良好な長期安定性のためには、水性系組成物（少な
くとも約５０％が水）におけるアニオン性界面活性剤の濃度が少なくとも約４％、好まし
くは少なくとも約５％であるべきであるということが発見された。理論に束縛されるもの
ではないが、高濃度のアニオン性界面活性剤はＳＣＡ粒子の周りにコーティングを形成し
及び加水分解のような水との好ましくない相互作用に対する保護を与えることができるも
のと思われる。この水との相互作用は、ＳＴＷ組成物が高温、例えば３８℃で長期間貯蔵
された場合の静電気抑制性能を減少させる可能性がある。
【０１１３】
　ジステアリルアミン／クメンスルホン酸及びジステアリルアミン／硫酸小球の高い貯蔵
温度（例えば３８℃）での最も良好な安定性のためには、ＳＴＷ組成物のｐＨは約７未満
、好ましくは約３～約７、より好ましくは約４～約６であるべきであるということが発見
された。
【０１１４】
　驚くべきことに香料は、ＳＴＷ組成物において長期の貯蔵期間及び高温によって、ジス
テアリルアミン／クメンスルホン酸及びジステアリルアミン／硫酸小球と負の相互作用を
する場合があるということもまた、見い出された。理論に束縛されるものではないが、疎
水性である香料構成成分類（香料原料類）はイオン対小球を可溶化し及び／又は破壊し、
結果的にその小球を小さな破片へと破壊し、さらに最終的には、そのイオン対を形成した
酸／塩基反応の、逆の化学変化を起こすことになると考えられる。この香料のイオン対と
の相互作用は幾つかの方法で解決できる。ＳＴＷ組成物が洗剤製品と組み合わせて、例え
ば二つの注ぎ口を有する二区画プラスチックボトル（ＳＴＷ組成物及び洗剤組成物が同時
に分与されるが一つの容器中で物理的に分離されている物品）中で使用されるべきである
場合には、香料は液体洗剤へと加えられ、ＳＣＡ、特にジステアリルアミン／クメンスル
ホン酸及びジステアリルアミン／硫酸小球はＳＴＷ組成物へと加えられる。別の溶液では
ＳＣＡを洗剤中に、香料をＳＴＷ組成物中に配合すべきである。こうして、香料及びＳＣ
Ａは容器中で貯蔵される際は物理的に分離され、相互作用は何ら起こり得ない。この同じ
方法は、水溶性若しくは非水溶性のいずれかのフィルム、若しくは二区画プラスチック容
器若しくはトレーを有する、ＳＴＷ組成物のための一回用量パッケージにも使用できる。
ポリビニルアルコールフィルム（ＰＶＯＨ）を有する水溶性一回用量品の場合、二区画パ
ウチはフィルムを真空形成及び密封することによって作製される。ＳＣＡはパウチの粉末
の側にあり、香料はパウチの液体の側のＳＴＷ組成物中にあるので、ＳＣＡ及び香料は物
理的に分離されている。
【０１１５】
　安定性の問題を解決するための別の方法は、一回用量ＰＶＯＨパウチのような二区画を
有する物品を形成することである。この場合には、二つの液体充填が用いられる。一方の
側には、ＳＣＡ、特にジステアリルアミン／クメンスルホン酸及びジステアリルアミン／
硫酸小球を含有する液体又はゲルＳＴＷ組成物が加えられるが、この場合には香料は含有
しない。香料は二区画パウチの他方の区画に、単独で又は分散溶媒への混合物として、加
えられる。分散溶媒の例は、ジプロピレングリコール若しくは他のグリコール類又はソル
バトロープ類（solvatropes）若しくは脂肪族アルコールエトキシレート類又はこれらの
混合物である。分散溶媒を伴う香料の濃度は、約５重量％～約９５重量％の香料、好まし
くは約１５重量％～約７５重量％の香料、より好ましくは約２０重量％～約５０重量％の
香料とすることができる。
【０１１６】
　香料及びＳＣＡ、特にジステアリルアミン／クメンスルホン酸及びジステアリルアミン
／硫酸小球の安定性の問題を解決するための更に別の方法は、香油の替わりに香料マイク
ロカプセルを使用することである。香料のマイクロカプセルはアベカ（Aveka）のような
幾つかの供給元から入手可能である（例えば、香料コアを有するユリアホルムアルデヒド
シェル）。この手法の一つの利点は、香料をジステアリルアミン／クメンスルホン酸及び
ジステアリルアミン／硫酸小球を含有するＳＴＷ組成物に効果的に加えることができ、従



(26) JP 4615570 B2 2011.1.19

10

20

30

40

50

って単純な単一区画一回用量物品を使用できるということである。また、ＳＣＡを含有し
、マイクロカプセル中に香料を有する、より安定な液体ＳＴＷ組成物を、標準的なプラス
チックボトル又は他の容器中で使用できる。一実施形態では、香料マイクロカプセルはく
だけやすい。別の実施形態では、香料マイクロカプセルは水によって活性化される。
【０１１７】
　Ｅ．溶媒
　溶媒類は、本発明の布地柔軟化組成物を流動化するために有用であり、良好な分散性を
提供する場合があり、さらに一部の実施形態では、澄んだ又は半透明の組成物を提供する
。本発明の適した溶媒は、水溶性又は水不溶性であることができる。非限定例としては、
エタノール、プロパノール、イソプロパノール、ｎ－プロパノール、ｎ－ブタノール、ｔ
－ブタノール、プロピレングリコール、１，３－プロパンジオール、エチレングリコール
、ジエチレングリコール、ジプロピレングリコール、１，２，３－プロパントリオール、
プロピレンカーボネート、フェニルエチルアルコール、２－メチル１，３－プロパンジオ
ール、ヘキシレングリコール、グリセロール、ソルビトール、ポリエチレングリコール類
、１，２－ヘキサンジオール、１，２－ペンタンジオール、１，２－ブタンジオール、１
，４　ブタンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、ピナコール、１，５－ヘ
キサンジオール、１，６－ヘキサンジオール、２，４－ジメチル－２，４－ペンタンジオ
ール、２，２，４－トリメチル－１，３－ペンタンジオール（及びエトキシレート類）、
２－エチル－１，３－ヘキサンジオール、フェノキシエタノール（及びエトキシレート類
）、グリコールエーテル類、例えばブチルカルビトール及びジプロピレングリコールｎ－
ブチルエーテル、エステル溶媒類、例えばアジピン酸、グルタル酸、及びコハク酸のジメ
チルエステル類、炭化水素類、例えば、デカン及びドデカン、又はこれらの組み合わせが
挙げられる。一実施形態では、組成物は一つ以上の上述の溶媒を含まないか又は実質的に
含まない。
【０１１８】
　溶媒類の他の例は、下記で定義するような、好ましくは約－２．０～約２．６、より好
ましくは約－１．７～約１．６のＣｌｏｇＰを有するいわゆる「主溶媒」を、典型的には
組成物の約８０重量％未満、好ましくは約１０重量％～約７５重量％、より好ましくは約
３０重量％～約７０重量％の濃度で包含する。「ｌｏｇＰの計算値」（ＣｌｏｇＰ）は、
ハンシュ（Hansch）及びレオ（Leo）のフラグメント手法により求められる（Ａ．レオ、
「総括医薬品化学（Comprehensive Medicinal Chemistry）」、第４巻、Ｃ．ハンシュ（C
.Hansch）、Ｐ．Ｇ．サメンス（P.G.Sammens）、Ｊ．Ｂ．テイラー（J.B.Taylor）及びＣ
．Ａ．ラムスデン（Ramsden）編、２９５頁、ペルガモン・プレス（Pergamon Press）、
１９９０年参照）。主溶媒（Principle solvents）又は主溶媒系については、米国特許第
６，３２３，１７２号、第６，３６９，０２５号、及び第５，７４７，４４３号に記載さ
れている。水性の又は水性プラス溶媒キャリアの濃度は一般に本組成物の残部を構成して
よい。
【０１１９】
　溶媒類は室温で固体形態であることができ、液体である必要はないことが理解され、例
えば、１，４－シクロヘキサンジメタノールは２５℃で固体である。加えて、界面活性物
質、好ましくは非イオン性又はアニオン性界面活性剤類を溶媒とすることもできる。アル
コールエトキシレート類が特に好ましい。加えて、遊離脂肪酸類、脂肪酸石鹸類、脂肪酸
トリグリセリド類、及び脂肪族アミン類、アミド類、アルコール類もまた溶媒とすること
ができる。短鎖の不飽和及び／又は分岐状脂肪酸部分から成る、室温で液体である物質が
特に好ましい。
【０１２０】
　Ｆ．増粘剤及び構造剤
　本発明の組成物は構造剤又は構造化剤を含有してもよい。構造剤類はまた、好ましい液
体ゲル製品形態を生ずるための粘度を構築できる。この構成成分の適した濃度は、組成物
の約０重量％～２０重量％、好ましくは０．１重量％～１０重量％、及び更により好まし
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くは０．１重量％～３重量％の範囲である。構造剤は本発明の組成物中でシリコーンポリ
マーを安定化し、それが凝固及び／又はクリーム状になるのを防ぐ働きをする。液体又は
ゲル形態ＳＴＷ組成物の場合のように、本発明の組成物が流体形態を有するとき、このこ
とは特に重要である。
【０１２１】
　本明細書で使用するのに適した構造剤類は、増粘安定剤類から選択することができる。
これらとしては、ガム類及び他の類似の多糖類、例えばジェランガム、カラギーナンガム
、キサンタンガム、デュータン（Diutan）ガム（ＣＰケルコ（CP Kelco）から）及び他の
既知の種類の増粘剤類及びレオロジー添加剤類、例えばレオビス（Rheovis）ＣＤＰ（チ
バ・スペシャルティ・ケミカルズ（Ciba Specialty Chemicals）から）、アルコガム（Al
cogu）Ｌ－５２０（アルコ・ケミカル（Alco Chemical）から）、及びセピゲル（Sepigel
）３０５（ＳＥＰＰＩＣから）が挙げられる。
【０１２２】
　一つの好ましい構造剤は結晶性、ヒドロキシル含有安定化剤であり、なおより好ましく
は、トリヒドロキシステアリン、硬化油又はこれらの誘導体である。
【０１２３】
　理論に制限されるものではないが、結晶性のヒドロキシル含有安定化剤は、「糸状構造
化系」の非限定例である。本明細書で使用するとき、「糸状構造化系」は、物質が結合し
て凝集する傾向及び／又は相分離する傾向を低減する化学的網状構造を提供可能な一つ以
上の剤を含む系を意味する。その一つ以上の剤の例には、結晶性ヒドロキシル含有安定化
剤類及び／又は硬化ホホバが挙げられる。界面活性剤類は、糸状構造化系の定義に包含さ
れない。理論に束縛されるものではないが、糸状構造化系は、マトリックスの冷却持に繊
維状の、又はからみ合った糸状の網目構造をその場で形成すると考えられている。糸状構
造化系は、１．５：１、好ましくは少なくとも１０：１～２００：１の平均縦横比を有す
る。
【０１２４】
　糸状構造化系は、中間的な剪断範囲（５ｓ－１～５０ｓ－１）で、２０℃で０．００２
ｍ２／ｓ（２，０００センチストーク）以下の粘度を有するようになされることができ、
このことは標準的な瓶からＳＴＷ組成物を注ぎ出すことを可能にし、一方、０．１ｓ－１

での製品の低剪断粘度は、少なくとも２０℃で０．００２ｍ２／ｓ（２，０００センチス
トーク）であることができるが、２０℃で０．０２ｍ２／ｓ（２０，０００センチストー
ク）よりも大きいことがより好ましい。糸状構造系の調製方法は、ＰＣＴ国際公開特許Ｗ
Ｏ０２／１８５２８に開示されている。
【０１２５】
　他の好ましい安定剤類は、荷電されていない中性の多糖類、ガム類、セルロース類、及
びポリビニルアルコール、ポリアクリルアミド類、ポリアクリレート類及びコポリマー類
などのようなポリマー類である。
【０１２６】
　Ｇ．水
　一実施形態では、ＳＴＷ組成物中の水の濃度は比較的高く、例えば少なくとも約５０％
、好ましくは少なくとも約６０％、より好ましくは少なくとも約７０％の水である。これ
らは一般に、単一区画プラスチックボトル若しくは容器中、又は別の布地ケア組成物、例
えば液体洗剤と組み合わされた二区画で二つの注ぎ口を有するプラスチックボトル若しく
は容器中に包装される場合である。別の実施形態では、高濃縮の本発明のＳＴＷ組成物中
の水の濃度は一般に低く、組成物の約２０重量％未満の水、あるいは約１３重量％未満、
あるいは約１０重量％未満、あるいは約５重量％未満、あるいは約０でもよく、あるいは
約１重量％～約２０重量％である。一般に、約８％～約１２％のいくらかの水は一回用量
品を形成するために高濃縮ＳＴＷ組成物を封入するのに使用される水溶性フィルム、特に
ポリビニルアルコールフィルム類の剛性を防ぐために有利である。高い水濃度は、本発明
の前記組成物を封入するために使用される水溶性フィルム類（例えばポリビニルアルコー
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ル）が製造プロセス中、輸送／取扱い中、又は貯蔵時のいずれかに漏出し、又は時期尚早
に溶解若しくは崩壊を始める原因となる可能性がある。しかしながら、低濃度の水は、魅
力的な色を与えるため、並びに異なる香料類及び／又は付加された布地ケア効果を有する
組成物の間で区別をつけるため、組成物に水溶性染料類を添加するための媒質として望ま
しい可能性があることが見出された。油溶性染料類は水媒質を使用せずに使用できるが、
それらは布地の汚れを引き起こす可能性があることから好ましくない。一実施形態では、
低濃度の水は、水溶性フィルムを有する一回用量物品の場合に、カチオン性グアーガム及
び／又は構造化剤のようなポリマーを効果的に水和するために必要である。
【０１２７】
　Ｈ．任意成分
　本発明のＳＴＷ組成物は一つ以上の任意成分を含んでいてもよい。更に別の一実施形態
では、組成物は一つ以上の任意成分を含まないか又は実質的に含まない。
【０１２８】
　脂肪酸
　脂肪酸はＳＴＷ組成物に柔軟化活性物質として組み込まれてよい。一実施形態では、脂
肪酸として、約１０個～約２２個、好ましくは約１２個～約１８個、より好ましくは約１
４個（ミッドカット）～約１８個の炭素原子を含有する脂肪族部分を有する、約１２個～
約２５個、好ましくは約１３個～約２２個、より好ましくは約１６個～約２０個の合計炭
素原子を含有するものを挙げてよい。本発明の脂肪酸類は、飽和（例えば、ステアリン酸
）、不飽和（例えば、オレイン酸）、多価不飽和（リノール酸）、分岐状（例えば、イソ
ステアリン酸）、又は環状（例えば、多価不飽和酸類の飽和又は不飽和α－二置換シクロ
ペンチル又はシクロヘキシル誘導体類）の脂肪酸類を生ずるように、（１）牛脂、豚脂等
のような動物脂、及び／又は部分的に水素添加された動物脂、（２）キャノーラ油、ベニ
バナ油、ピーナッツオイル、ヒマワリ油、ゴマの種子油、菜種油、綿実油、トウモロコシ
油、大豆油、トール油、米糠油、パーム油、パーム核油、ココヤシ油、他のトロピカルパ
ーム油類、亜麻仁油、キリ油等のような植物油、及び／又は部分的に水素添加された植物
油、（３）熱、圧力、アルカリ異性化及び触媒処理を介した亜麻仁油又はキリ油のような
加工油及び／又は粘性を増した（bodied）油類、（４）それらの混合物から誘導されてよ
い。脂肪酸類（ＦＡ）の非限定例は、米国特許第５，７５９，９９０号の第４欄４５～６
６行に列挙されている。
【０１２９】
　異なる脂肪源からの脂肪酸類の混合物が使用でき、一部の実施形態では好ましい。本発
明のＦＡ類を形成するための、ブレンドできるＦＡ類の非限定例は、以下のとおりである
。
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【表２】

　ＦＡ１はキャノーラ油から調製される部分的に水素添加された脂肪酸、ＦＡ２は大豆油
から調製された脂肪酸、及びＦＡ３はわずかに水素添加されたタロー脂肪酸である。
【０１３０】
　本発明の布地柔軟化組成物中に存在する脂肪酸の少なくとも大部分、例えば組成物中に
存在する脂肪酸の合計重量の約４０重量％～１００重量％、好ましくは約５５重量％～約
９９重量％、より好ましくは約６０重量％～約９８重量％は不飽和であることが好ましい
が、完全に飽和の及び部分的に飽和の脂肪酸類は使用できる。このように、本発明の組成
物の合計の脂肪酸中の多価不飽和脂肪酸類の合計濃度（ＴＰＵ）は、組成物中に存在する
脂肪酸の合計重量の約０重量％～約７５重量％であることが好ましい。
【０１３１】
　不飽和脂肪酸類のシス／トランス比は重要である場合があり、（Ｃ１８：１物質の）シ
ス／トランス比は少なくとも約１：１、好ましくは少なくとも約３：１、より好ましくは
約４：１、更により好ましくは約９：１以上である。
【０１３２】
　不飽和脂肪酸類は好ましくは合計重量の少なくとも約３重量％、例えば約３重量％～約
３０重量％の多価不飽和物を有する。
【０１３３】
　典型的には、多価不飽和基はモノ不飽和基よりも更に一層不安定である傾向にあるので
、活性物質中の多価不飽和基は望ましくない。これらの高度に不飽和の物質が存在すると
、本明細書における本発明の脂肪酸類が分解から保護するための抗菌剤類、酸化防止剤類
、キレート剤類、及び／又は還元物質類を含有するということが望ましくなり、高濃度の
多価不飽和物が好ましい場合にはそのことがより望ましい。二つの二重結合（例えばリノ
ール酸）を伴う多価不飽和が好ましいが、３つの二重結合の多価不飽和（例えばリノレン
酸）は好ましくない。脂肪酸中のＣ１８：３の濃度は、本発明の組成物中に存在する脂肪
酸の合計重量の約３重量％未満、より好ましくは約１重量％未満、更により好ましくは約
０．１重量％未満であることが好ましい。一実施形態では、組成物中に存在する脂肪酸は
Ｃ１８：３濃度を本質的に含まず、好ましくは全く含まない。
【０１３４】
　イソステアリン酸のような分岐状脂肪酸類は、それらが酸化並びにその結果として起こ
る色及び臭気の品質の悪化に対してより安定である場合があるので好ましい。
【０１３５】
　ヨウ素価すなわち「ＩＶ」は脂肪酸中の不飽和度が評価される。本発明の一実施形態で
は、脂肪酸は好ましくは約４０～約１４０、より好ましくは約５０～約１２０、及びより
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好ましくは約８５～約１０５のＩＶを有する。
【０１３６】
　粘土類
　本発明の一実施形態では、布地ケア組成物は布地ケア活性物質として粘土を含んでよい
。一実施形態では、粘土は柔軟剤であることができ、又は別の柔軟化活性物質、例えばシ
リコーンと共に共柔軟剤であることができる。好ましい粘土類としては、地質学的にスメ
クタイト類に分類され、米国特許出願公開（U.S.Pat. Appl. Publ.）２００３０２１６２
７４Ａ１（バレリオ・デル・デュカ（Valerio Del Duca）ら、２００３年１１月２０日公
開）、第１０７～１２０段落が挙げられる。
【０１３７】
　他の適した粘土類は、米国特許第３，８６２，０５８号、第３，９４８，７９０号、第
３，９５４，６３２号、第４，０６２，６４７号、及び米国特許出願公開番号（U.S. Pat
ent Application Publication No.）２００５００２０４７６Ａ１（ワール（Wahl）ら）
、５頁及び００７８段落～６頁及び００８７段落に記載されている。
【０１３８】
　香料
　本発明のＳＴＷ組成物は任意で更に香料を、典型的には組成物の約０．１重量％～約１
０重量％、好ましくは約１重量％～約６重量％、より好ましくは約１重量％～約４重量％
の濃度で含むことができる。好ましくは、香料は、約２５０℃以上の沸点、又は約３．０
以上のＣｌｏｇＰを有する長持ちする香料成分を、より好ましくは香料の少なくとも約２
５重量％の濃度で含む。適した香料類、香料成分類、及び香料キャリア類は、米国特許第
５，５００，１３８号、及び米国特許ＵＳ２００２００３５０５３Ａ１に記載されている
。
【０１３９】
　一実施形態では、香料は香料マイクロカプセルを含む。適した香料マイクロカプセル類
及び香料ナノカプセル類としては以下が挙げられる。米国特許ＵＳ２００３２１５４１７
Ａ１、ＵＳ２００３２１６４８８Ａ１、ＵＳ２００３１５８３４４Ａ１、ＵＳ２００３１
６５６９２Ａ１、ＵＳ２００４０７１７４２Ａ１、ＵＳ２００４０７１７４６Ａ１、ＵＳ
２００４０７２７１９Ａ１、ＵＳ２００４０７２７２０Ａ１、ＥＰ１３９３７０６Ａ１、
米国特許ＵＳ２００３２０３８２９Ａ１、ＵＳ２００３１９５１３３Ａ１、ＵＳ２００４
０８７４７７Ａ１、ＵＳ２００４０１０６５３６Ａ１、米国特許第６６４５４７９号、第
６２００９４９号、第４８８２２２０号、第４９１７９２０号、第４５１４４６１号、米
国特許再公表（US RE）３２７１３、米国特許第４２３４６２７号。本発明の目的のため
には、用語「香料マイクロカプセル類」とは香料マイクロカプセル類と香料ナノカプセル
類との両方を表す。
【０１４０】
　更に別の実施形態では、本発明のＳＴＷ組成物は臭気抑制剤類を含む。このような剤と
しては、米国特許第５９４２２１７号：「臭気抑制のための非錯体型シクロデキストリン
組成物（Uncomplexed cyclodextrin compositions for odor control）」（１９９９年８
月２４日付与）に記載のものが挙げられる。臭気抑制剤に適した他の剤としては、以下に
記載されているものが挙げられる。米国特許第５９６８４０４号、第５９５５０９３号、
第６１０６７３８号、第５９４２２１７号、及び第６０３３６７９号。
【０１４１】
　一実施形態では、布地ケア効果は布地に対する乾燥した布地臭気又は芳香であり、布地
ケア有益剤は香料である。香料は一回用量品を介して洗浄に送達されることができ、こう
した組成物はポリビニルアルコールのような水溶性フィルム中に含有されている。典型的
には、香料は好ましくは分散溶媒、界面活性剤、又はこれらの混合物と混合されるが、単
独で使用することもできる。分散溶媒の例は、ジプロピレングリコール若しくは他のグリ
コール類、又はソロバトロープ類（solvatropes）若しくは脂肪族アルコールエトキシレ
ート類、又はこれらの混合物である。界面活性剤は、自動洗濯機の６４～６５リットルの
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洗浄槽の水に投入される場合、非洗浄濃度で使用される前述したあらゆる界面活性剤又は
乳化剤とすることができる。分散溶媒中の香料の濃度は、約５％～約９５％の香料、好ま
しくは約１５％～約７５％の香料、より好ましくは約２０％～約５０％の香料とすること
ができる。例えばＰＶＯＨフィルムを用いて、一回用量物品を形成する場合、香料含有組
成物の使用量は約０．１ｍＬ～約３０ｍＬ、あるいは約０．５ｍＬ～約１５ｍＬ、あるい
は約１ｍＬ～約５ｍＬである。これらは、パウチ類、エンベロープ類、サッシェ類、又は
丸形ビーズ類の形態とすることができる。
【０１４２】
　別の実施形態では、本発明の布地ケア組成物は、シリコーン類のような他の水不溶性布
地ケア有益剤類又は他の水不溶性柔軟化剤類を含まないか又は実質的に含まない。
【０１４３】
　ＳＴＷ組成物は任意で、この組成物に色を付与するために染料を更に含むことができる
。本発明のＳＴＷ組成物に適した染料類は、食品、医薬品及び化粧品用青色１号及びリク
イチント（Liquitint）着色剤類（ミリケン・ケミカル・カンパニー（Milliken Chemical
 Company）から）である。
【０１４４】
　本組成物のＳＴＷ組成物は任意で、ボリューム剤類、ひだ及び形状制御剤類、平滑剤類
、皺抑制剤類、消毒剤類、殺菌剤類、細菌抑制剤類、カビ抑制剤類、白カビ抑制剤類、抗
ウイルス剤類、抗菌剤類、乾燥剤類、染み防止剤類、汚れ放出剤類、悪臭抑制剤類、布地
清涼剤類、塩素漂白臭気抑制剤類、染料固着剤類、移染防止剤類、色保持剤類、蛍光増白
剤類、色回復／再生剤類、抗色褪せ剤類、白色向上剤類、抗磨耗剤類、擦り切れ防止剤類
、布地一体性剤類、抗擦り切れ剤類、消泡剤類及び泡立ち防止剤類、すすぎ補助剤類、布
地及び皮膚のためのＵＶ保護剤類、日光による色褪せ防止物質類、防虫剤類、抗アレルギ
ー剤類、酵素類、防水剤類、布地快適剤類、水コンディショニング剤類、皺防止剤類、伸
縮防止剤類、及びこれらの混合物から成る群から選択される他の成分を更に含むことがで
きる。
【０１４５】
　本発明のＳＴＷ組成物は、好ましくは有効濃度の洗浄性界面活性剤類を含まない。洗浄
性界面活性剤類とは、乳化剤類又は分散剤類として作用している界面活性剤類とは区別さ
れ、布地から顕著な汚れ除去を提供するために有効な量で組成物中に存在する界面活性剤
類である。典型的な洗浄性界面活性剤類としては、アルキルサルフェート類及びアルキル
スルホネート類のようなアニオン性界面活性剤類、及びＣ８～Ｃ１８アルコール１モル当
たり１～９モルのＣ１～Ｃ４アルキレンオキシドと縮合されたＣ８～Ｃ１８アルコール類
のような非イオン性界面活性剤類が挙げられる。典型的な品質の洗剤類中の界面活性剤の
典型的な濃度は、約１２％～約２２％であり、約９０ｇ～約１２０ｇの範囲の用量で使用
される。
【０１４６】
　本発明のＳＴＷ組成物の好ましい形態は液体又はゲルである。ＳＴＷ組成物はまた、ペ
ースト、半固体、懸濁液、粉末、又はそれらのいずれかの組み合わせの形態であることが
できる。二区画物品、例えばＰＶＯＨフィルムで作製された二区画一回用量品は、同じ又
は二つの異なる形態、例えば液体／粉末パウチ、液体／液体パウチ、及びゲル／粉末パウ
チから成ることができる。
【０１４７】
　本発明のＳＴＷ組成物は、洗濯プロセスの洗浄溶液に加えられる場合、洗浄溶液中に少
なくとも約１０ｐｐｍ、好ましくは少なくとも約２０ｐｐｍ、好ましくは少なくとも約５
０ｐｐｍ、及びより好ましくは約５０ｐｐｍ～約２００ｐｐｍの布地柔軟化活性物質（例
えばシリコーン）及びいずれかの任意の共柔軟化化合物の濃度を与える。これらの濃度が
顕著な柔軟効果を提供するのに有効な濃度を与えるために好ましいことを、出願人らは見
い出した。柔軟剤活性物質濃度が高い程、高い柔軟性を提供し得るが、染み又は汚点及び
不必要なコストを生ずる可能性もある。しかしながら、例えば、布地の皺抑制が主な布地
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ケア効果である場合には、より高い柔軟化活性物質濃度（例えばシリコーン）を使用する
こともあり得る。本発明のＳＴＷ組成物は、洗濯プロセスの洗浄溶液中に添加される場合
、コアセルベートと結合してもよいし、結合しなくてもよいいずれの水も包含せずに少な
くとも１ｐｐｍ、好ましくは少なくとも約３ｐｐｍ、より好ましくは約４ｐｐｍ～約２５
ｐｐｍのコアセルベートの濃度を洗浄溶液中に提供する。コアセルベートのこれらの濃度
は顕著な柔軟効果を与えるのに有効な濃度を提供するために好ましいということを、出願
人らは見い出した。より高いコアセルベート濃度は更なる柔軟性を提供し得るが、洗濯洗
浄プロセスにおいて洗浄及び／又は白色維持への負の影響を生じ、並びに不必要なコスト
を生ずる可能性もある。洗濯プロセスの典型的な洗浄溶液は約６４リットルの体積を有す
る。
【０１４８】
　本発明のＳＴＷ組成物は洗浄サイクルに、好ましくは一回用量組成物として、直接、そ
のままで添加されることができる。コーティング物質のフィルムは水溶性であることが好
ましく、好ましくはポリビニルアルコール又はポリビニルアルコールの誘導体から作製さ
れる。ヒドロキシプロピルメチルセルロース及びポリエチレンオキシド、並びに、それら
の混合物、及びＰＶＯＨとの混合物から成るフィルム類もまた使用してよい。ポリエチレ
ンなどのような水不溶性フィルム類もまた、パウチ作製のために使用できる。
【０１４９】
　フィルムを含むコーティング材料中に収容されるＳＴＷ組成物が所望される場合、これ
らの材料は所望の形状又は大きさに裁断されてよいフィルム又はシートの形態で得られて
よい。具体的には、ＳＴＷ組成物を封入するために、ポリビニルアルコール、ヒドロキシ
プロピルメチルセルロース、メチルセルロース、不織布ポリビニルアルコール類、ＰＶＰ
及びゼラチン類又は混合物を使用することが好ましい。ポリビニルアルコールフィルム類
は、モノソール社（MonoSol LLC）（インディアナ州（Indiana）、ゲイリー（Gary））、
日本合成化学工業（株）（Nippon Synthetic Chemical Industry Co. Ltd.）（日本、大
阪）、及びラニア・スペシャルティ・ケミカルズ（Ranier Specialty Chemicals）（ワシ
ントン州（Washington）、ヤキマ（Yakima））が挙げられる、多くの供給元から市販され
ている。これらのフィルム類は、約２０～約８０ミクロン、好ましくは約２５～約７６ミ
クロンの範囲の様々な厚さで使用してよい。本発明の目的のためには、冷水洗浄において
即座に溶解させるために約２５～約７６μｍの厚さを有するフィルムを使用するのが好ま
しい。より大きな体積、約２５ｍＬを超える体積の組成物が封入において収容される場合
、その封入に追加の強度及び一体性を提供するためにをより厚みのあるフィルムが望まし
い場合もある。さらに、水溶性フィルム類が所望に応じて印刷可能であり、着色されるこ
とも好ましい。
【０１５０】
　パウチ類、ピロウ類、サッシェ類、ビーズ類、又はエンベロープ類のような封入物品類
は、複数のシートを、ＳＴＷ組成物を挿入するための開口部を残してその縁部で共にヒー
トシールすることにより容易に製造される。この開口部はその後、ＳＴＷ組成物を導入し
た後でヒートシールすることができる。パウチ類もまた真空成形及びシーリングにより製
造することができる。使用されるフィルム片の大きさは封入されるべき組成物の体積によ
って決まることになる。ヒートシールは本発明の封入された物品を形成し及び密封するた
めの一つの好ましい方法として記載されるが、接着剤、機械結合、並びにフィルムと、水
、溶媒及びこれらの混合物との部分的な溶媒の使用は、封入物品を形成するための別の好
ましい方法であることを認識すべきである。本発明の組成物を含有する物品を製造するた
めの一つの適した方法は、好ましくは水溶性フィルムの、熱成形である。熱成形プロセス
は、初めにフィルムのシートを少なくとも一つの成形空洞を有する成形型上に置き、フィ
ルムを熱してフィルムがその空洞の窪み内へと成形されるようにし、本発明の組成物をそ
の成形された空洞中に入れ、そしてフィルムの第二のシートを窪みに渡して密閉し、閉じ
れらた物品を形成することから構成される。本発明の組成物を収容するための第二の区画
用に追加の窪みを作製するために、複数の空洞の物品もまた、同じ態様で追加のフィルム
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層に熱を加えて熱成形されてよい。関連の一回用量物品類を記載している同様のプロセス
は、米国特許ＵＳ６，２８１，１８３Ｂ１、ＥＰ１１２６０７０、ＰＣＴ国際公開特許Ｗ
Ｏ０１８３６６８、ＷＯ０１８３６６９、ＷＯ０１８５８９８、ＷＯ０１８３６６１、Ｗ
Ｏ０１８３６５７、ＷＯ０１８３６６７、ＷＯ０１８５８９２、ＷＯ００２０８３８０、
ＷＯ０２１２４３２、ＷＯ０２２０３６１、ＷＯ０２４０３５１、ＷＯ００１８３６５８
、ＷＯ０２４０３７０、ＷＯ０１６０９６６、ＷＯ０２０６０７５８、ＷＯ０２０６０９
８０、ＷＯ０２０７４８９３、ＷＯ０２０５７４０２、ＷＯ０３００８５１３、ＷＯ０３
００８４８６、ＷＯ０３０３１２６６、ＷＯ０３０４５８１２、ＷＯ０３０４５８１３、
ＷＯ０２０６０７５７、ＥＰ１３５４９３９、ＥＰ１３７５３５１、ＥＰ１３９６４４０
、ＥＰ１４３１３８３、ＥＰ１４３１３８４、ＥＰ１３４０６９２、ＰＣＴ国際公開特許
ＷＯ０４０８５５８６に見い出すことができる。一回用量物品はまた、ＰＣＴ国際公開特
許ＷＯ９７／３５５３７に記載されたような球状ビーズへと成形される本発明の被包組成
物から構成されることもできる。
【０１５１】
　フィルム、例えばＰＶＯＨを有する一回用量品の製造では、液体組成物のパウチ中に空
泡を残すことが有用である。空泡は、例えば真空によって、パウチが形成されているとき
に、液体組成物をパウチ中にわずかに少なめに充填することによって形成される。このこ
とは、例えば液体組成物を保持している第一のフィルム上に第二のフィルムを載せるとき
に、液体組成物がフィルムのシール領域に接触するのを防ぐのに役立つ。空泡は、体積が
約０．１ｍＬ～約１０ｍＬ、あるいは約０．５ｍＬ～約５ｍＬである。空泡はまた、充填
されたパウチが液体組成物を実際に含有しているということの消費者に対する良好な審美
的視覚信号である。視覚信号としては、泡は直径約１ｍｍ～約２０ｍｍ、あるいは約３ｍ
ｍ～約１０ｍｍであるべきである。
【０１５２】
　可塑剤
　フィルム、特にポリビニルアルコールのような高水溶性フィルムによって包み込まれる
又は封入されるように意図された組成物に関しては、柔軟仕上げ組成物中にフィルム中に
見出されるのと同じ又は類似の可塑剤類を組み込むことが望ましい。このことは、フィル
ムの可塑剤類の柔軟剤組成物中への移行を減少又は防止するのに役立つ。フィルムからの
可塑剤類の損失は、物品が経時的に脆くなり及び／又は機械的強度を失う原因となる可能
性がある。高度に濃縮された柔軟仕上げ剤組成物中に包含されるための典型的な可塑剤類
は、グリセリン、ソルビトール、１，２プロパンジオール、ポリエチレングリコール類（
ＰＥＧ類）、並びに他のジオール類及びグリコール類及び混合物である。組成物は少なく
とも約０．１％、好ましくは少なくとも約１％、より好ましくは少なくとも約５％～約７
０％の可塑剤又は可塑剤類の混合物を含有するべきである。
【０１５３】
　一部の実施形態、例えば水溶性フィルム中に収容されるものにおいては、水溶性フィル
ムの物理的一体性を損わない溶媒類を選択することが必要である。一部の溶媒類は、経時
的にフィルムを柔軟化する可塑剤類として作用し、他のものは水溶性フィルムから可塑剤
類を浸出することによってフィルムが経時的に脆くなる原因となる。水溶性フィルム中に
含有されるべき、処方における可塑化溶媒の非可塑化溶媒に対する比率は、その水溶性フ
ィルムの経時的な物理的一体性を維持するようなバランスとされなければならない。例え
ば、溶媒類の一つの好ましい混合物は、それぞれ約４：３～約２：３の比率でのポリエチ
レングリコール（ＰＥＧ）及びグリセリンであり、より好ましくはこの際、そのＰＥＧは
ＰＥＧ－４００である。別の例は３つの溶媒類、好ましくはポリエチレングリコール（Ｐ
ＥＧ）、グリセリン、及びプロピレングリコールの混合物であり、ここで、ＰＥＧとグリ
セリンとの比率は約４：３～約２：３であり、この処方の溶媒組成物の残部がプロピレン
グリコールで構成される。
【０１５４】
　本発明はまた、米国特許第５，６８６，３７６号、第５，５３６，４２１号に開示され
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ているものを包含する、他の適合性のある成分を包含することもできる。
【０１５５】
　色相染料及び光沢剤
　一実施形態では、ＳＴＷ組成物は色相染料を含む好ましい色相染料は少なくとも約２０
の色相効率と約５０％～約９８％の範囲の洗浄除去値とを示すものである。適した色相染
料は、審理中の米国特許出願１１／２４４，７７４に対する米国特許公報（the U.S. pub
lication for pending U.S. Application Serial No. 11/244,774）（Ｐ＆Ｇケース９７
９５）、及び米国特許公開番号（U.S Pat. Publ. Nos.）：２００５／０２８８２０７Ａ
１、２００５／０２８７６５４Ａ１に記載されている。具体的な色相染料としては以下を
挙げてよい。アシッドバイオレット４３（アントラキノン）、アシッドバイオレット４９
（トリフェニルメタン）、アシッドブルー９２（モノアゾ）、リクイチント（Liquitint
）バイオレットＤＤ、リクイチントバイオレットＣＴ、及びリクイチントバイオレットＬ
Ｓ（ミリケン・ケミカル（Milliken Chemical）から）。
【０１５６】
　別の実施形態では、本発明のＳＴＷ組成物は光沢剤を含む。適した光沢剤類は、光学的
光沢剤類、又は蛍光増白剤類（ＦＷＡ類）とも呼ばれ、以下に更に十分に記載されている
。（１）ウルマンの産業化学百科事典（Ullman’s Encyclopedia of Industrial Chemist
ry）、第５版、Ａ１８巻、１５３～１７６頁、（２）カーク－オスマーの工業化学百科辞
典（Kirk‐Othmer Encyclopedia of Chemical Technology）、第１１巻、第４版、及び（
３）蛍光増白剤（Fluorescent Whitening Agents）、Ｒ．アンリカー（R. Anliker）及び
Ｇ．ミュラー（G. Muller）客員編集者、ジョージ・チーム・パブリッシャーズ・シュタ
ットガルト（Georg Thieme Publishers Stuttgart）（１９７５年）。
【０１５７】
　流動助剤
　組成物は流動助剤を含んでもよい。水分、圧力、及び温度のすべてが粉末化及び顆粒化
された製品に悪影響を及ぼす。これらの条件は配合品をケーク、塊、ブリッジにする可能
性があり、プロセス及び充填装置を詰まらせ、さらに包装及び性能の問題につながる。さ
らに、粉末の粒径、質感、及び密度は粉末の混合及び流動性に影響を及ぼす可能性がある
。これらの問題は更には、消費者の洗濯プロセスにおいても、特に消費者が彼らの布地を
自然乾燥する場合に、衣類上に粉末状の残留物として示されることによってはっきりと現
れることもあり得る。固化防止、自由流動、粉末流動助剤類、及びキャリア剤類は、粉末
製剤類の流動挙動及び貯蔵安定性を著しく改善することができる。
【０１５８】
　流動助剤類は、粉末処方の表面をコーティングしてそれにより粒子間の相互作用を減少
させることにより、粒子間の相互作用を分散させ及び防止することにより、さらに粒子間
のブリッジ化を引き起こす水分を優先的に吸収することにより、機能する。特に有用な流
動助剤の幾つかの好ましい例は、ヒュームドシリカ（例えば、カボット（Cabot）からの
カボシル類（Cab‐o‐Sils）（登録商標）又はデグサ（Degussa）からのエアロジル類（A
erosils））（登録商標））、沈殿シリカ類及びシリケート類（例えば、デグサ（Degussa
）からのサイパーナット（Sipernat）（登録商標））、アルミニウムセパレートのような
金属石鹸類、デンプン類、ポリエチレンワックス類、ゼオライト類、タルク類などである
。カボシル（Cab‐o‐Sil）（登録商標）Ｍ５、及びサイパーナット類（Sipernats）（登
録商標）８８０、８２０Ａ及びＤ１７が特に好ましい。流動助剤類は親水性若しくは疎水
性のいずれであることもでき、又はそれらの混合物であることもできる。
【０１５９】
　包装
　本発明の一つの態様は、以下を含む洗濯用物品を提供する。（ａ）少なくとも二つの区
画を含む容器、（ｂ）この際、少なくとも一つの区画中に本発明のいずれか一つの組成物
を含む。別の実施形態では、少なくとも一つの区画は洗浄性界面活性剤組成物を含む。用
語「洗浄性界面活性剤組成物」は本明細書では、広い意味で使用され、好ましくは洗濯機
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中で、布地を洗浄するのに適したあらゆる組成物を包含する。更に別の実施形態では、本
発明の組成物を含む区画は、洗浄性界面活性剤組成物を含む区画とは異なっている。
【０１６０】
　少なくとも二つの区画を含むあらゆる容器が適している。こうした容器の非限定例は、
以下に記載されている。米国特許第４，７６５５１４号、米国特許出願公開番号（U.S. P
at. Appl. Pub. Nos.）２００２／００７７２６５Ａ１、及び２００２／００７４３４７
Ａ１。
【０１６１】
　該洗濯用物品が、組成物又は組成物類が水溶性フィルム（例えばＰＶＯＨフィルム）で
封入された一回用量品である場合には、物品の大きさは約０．５ｇ～約９０ｇ、あるいは
約５ｇ～約５０ｇ、好ましくは約１０ｇ～約４０ｇである。
【実施例】
【０１６２】
　ボトル容器用液体組成物
　実施例Ｉ
【表３】

【０１６３】
　実施例ＩＩ

【表４】

【０１６４】
　実施例ＩＩＩ
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【表５】

【０１６５】
　実施例ＩＶ
【表６】

【０１６６】
　実施例Ｖ
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【表７】

【０１６７】
　実施例ＶＩ
【表８】

【０１６８】
　実施例ＶＩＩ
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【表９】

【０１６９】
　実施例ＶＩＩＩ
【表１０】

【０１７０】
　実施例ＩＸ
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【表１１】

【０１７１】
　実施例ＩＸのＳＴＷ組成物を二つの区画と二つの注ぎ口を有するポリエチレンボトルの
一つの区画中に入れることにより、製造物品が製造される。他方の区画中には液体タイド
（Liquid Tide）（登録商標）が入れられる。
【０１７２】
　実施例Ｘ

【表１２】

【０１７３】
　実施例ＸのＳＴＷ組成物を二区画トレイの一つの区画中に入れることにより、製造物品
を製造する。他方の区画中には液体タイド（Liquid Tide）（登録商標）を入れる。ＳＴ
Ｗ区画は約４５ｇを保持し、液体タイド（Liquid Tide）（登録商標）区画は約９０ｇを
保持する。
【０１７４】
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　実施例ＸのＳＴＷ組成物を二区画プラスチックパウチ（非水溶性）の一つの区画中に入
れることにより、別の製造物品を製造する。他方の区画中には液体タイド（Liquid Tide
）（登録商標）を入れる。ＳＴＷ区画は約４５ｇを保持し、液体タイド（Liquid Tide）
（登録商標）区画は約９０ｇを保持する。
【０１７５】
　実施例ＸＩ
【表１３】

【０１７６】
　一回用量品用の組成物
　実施例ＸＩＩ

【表１４】

【０１７７】
　実施例ＸＩＩ及びポリビニルアルコール（ＰＶＯＨ）フィルムから製造物品を製造し、
ここで、用量は１パウチ／使用（約１０ｇ）である。使用されるＰＶＯＨフィルムは厚さ
０．０８ｍｍ（３ミル）のモノソール（Monosol）Ｍ８６３０である。パウチはおよその
寸法が高さ２０ｍｍ及び直径４０ｍｍの寸法を有する丸形である。
【０１７８】
　実施例ＸＩＶ
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【表１５】

【０１７９】
　実施例ＸＶ
【表１６】

【０１８０】
　実施例ＸＶＩ

【表１７】

【０１８１】
　実施例ＸＶＩＩ
【表１８】

【０１８２】
　実施例ＸＶＩＩＩ
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【表１９】

【０１８３】
　実施例ＸＩＸ

【表２０】

【０１８４】
　実施例ＸＩＸのＳＴＷ組成物を二区画水溶性ＰＶＯＨパウチの一つの区画中に入れるこ
とにより、製造物品が製造される。他方の区画には約９％の合計水濃度を有する液体洗剤
処方が入れられる。ＳＴＷ区画は約１５ｇを保持し、洗剤区画は約４６ｇを保持する。
【０１８５】
　実施例ＸＸ
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【表２１】

【０１８６】
　実施例ＸＸＩ
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【表２２】

【０１８７】
　実施例ＸＸＩＩ
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【表２３】

【０１８８】
　実施例ＸＸＩＩＩ
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【表２４】

【０１８９】
　実施例ＸＸＩＶ



(47) JP 4615570 B2 2011.1.19

10

20

30

40

【表２５】

【０１９０】
　実施例ＸＸＶ
【表２６】

【０１９１】
　実施例ＸＸＶＩ
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【表２７】

【０１９２】
　実施例ＸＸＶＩＩ
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【表２８】

【０１９３】
　実施例ＸＸＶＩＩＩ
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【表２９】

【０１９４】
　ＨＩＰＥ
　実施例ＸＸＩＸ

【表３０】

　１平均３モルのＥＯを有するアルキルＣ１２～Ｃ１５エトキシル化アルコール（シェル
（Shell）から）
　２ミリケン・ケミカル（Milliken Chemical）から入手可能
　３カトン（KATHON）（登録商標）ＣＧ防腐剤（ローム・アンド・ハース・カンパニー（
Rohm and Haas Company）から入手可能）
　４アクアロン（Aqualon）からのＮ－ハンス（N-Hance）（登録商標）３１９６。あるい
は、マグナフロク（Magnafloc）３７０（チバ・スペシャルティ・ケミカルズ（Ciba Spec
ialty Chemicals）から）、ルパミン（Lupamin）（ＢＡＳＦから）、ポリマーＬＫ４００
、又はそれらの混合物を使用できる。
　５約０．１４％の窒素を有するワッカー（Wacker）からのアミノ官能シリコーン。
　６指示に従い、平均１．１又は１．８モルのＥＯを有するアルキル（Ｃ１２～Ｃ１５）
エーテル硫酸ナトリウム。原料物質は５０％の界面活性剤ペースト、４２％の水、及び８
％のエタノールを含有する。
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　７Ｃ１１．８直鎖アルキルベンゼンスルホン酸
　８平均９モルのＥＯを有するアルキルＣ１２～Ｃ１３エトキシル化アルコール（シェル
（Shell）から）
　９脂肪酸は公称、以下のとおりである（重量％による）。５０％Ｃ１２、１７％Ｃ１４
、９％Ｃ１６、２．５％Ｃ１８、及び１７％Ｃ１８：１（オレイン）。
　１０ＳＣＡは、デグサ（Degussa）からの、約９５ミクロンのロタップ中央粒粒径（Rot
ap median particle size）を有する公称、７０％ジステアリルアミン＋クメンスルホン
酸イオン対及び３０％ビス（ジステアリル）アンモニウムサルフェートの小球である。
　１１硬化ヒマシ油（エレメンチス・スペシャルティーズ（Elementis Specialties）か
らのチクシン（Thixcin）（登録商標））４％、ＨＬＡＳ１６％、ＮａＯＨ４％、Ｈ３Ｂ
Ｏ３０．２５％、及び残部は水である。
　１２セピゲル（Sepigel）（登録商標）３０５は、ＳＥＰＰＩＣが工業所有権を有する
、ポリアクリルアミド、Ｃ１３～１４イソパラフィン、及びラウレス－７の混合物である
。
　１３アルコガム（Alcogum）Ｌ－５２０は、アルコ・ケミカル（Alco Chemical）、ナシ
ョナル・スターチ・カンパニー（National Starch Company）からのポリメチルメタクリ
レートコポリマーである。それは、非イオン性疎水性の結合性モノマー（メタクリレート
エステルモノマー）を有するＤＭＡＭ主鎖（ジメチルアミノメタクリレートポリマー）を
有する。
　１４ダウ・コーニング（Dow Corning）からの、シリカ消泡剤を有するシリコーンエマ
ルション。
　１５マイクロカプセル類はアベカ（Aveka）からのものであり、尿素ホルムアルデヒド
シェルから作製され、８０％の香料充填を有する。
　１６プランタレン（Plantaren）２０００は、コグニス（Cognis）からのアルキルポリ
グリコシド界面活性剤である。
　１７ロンザ（Lonza）ＰＥＧ－１０－１－Ｌはポリグリセリル１０ラウレートである。
　１８ラウレス－７は、エトキシル化度が平均７モルであるラウリルアルコールのポリエ
チレングリコールエーテルである。
　１９レオビス（Rheovis）ＣＤＰは、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ（Ciba Specia
lty Chemicals）により供給される、カチオン性のわずかに架橋されたアクリル系コポリ
マーである。それは、鉱油中の５０％の活性成分分散物として供給される微粒子増粘系で
あり、非イオン性活性化界面活性剤を含有する。
　２０ポリエチレングリコール４００
　２１デュータンガム（Diutan Gum）は、ＣＰケルコ（Kelco）からの６環アニオン性多
糖類、産業等級Ｋ１Ｃ６２６である。それは、スフィンゴモナス（Sphingomonas）種の注
意深く制御された好気性発酵によって生成される天然の高分子量ガムである。
　２２モノソール社（MonoSol LLC）によって供給されるポリビニルアルコールフィルム
。
　２３ＦＷＡ１は、チノパール（Tinopal）ＣＢＳ－Ｘとして販売（チバ・スペシャルテ
ィ・ケミカルズ（Ciba Specialty Chemicals）から）されている光沢剤、４，４’－ビス
－（２－スルホスチリル）ビフェニル二ナトリウムである。
　２４ＦＷＡ２は、チノパール（Tinopal）ＡＭＳ－ＧＸとして販売（チバ・スペシャル
ティ・ケミカルズ（Ciba Specialty Chemicals）から）されている光沢剤、４，４’－ビ
ス｛［４－アニリノ－６－モルホリノ－ｓ－トリアジン－２－イル］－アミノ｝－２，２
’－スチルベンジスルホン酸二ナトリウムである。
　２５ミリケン・ケミカル（Milliken Chemical）からの色相染料類。好ましくは、リク
イチント（Liquitint）バイオレットＣＴ若しくはリクイチント（Liquitint）バイオレッ
トＬＳ又はこれらの混合物。
　２６香料マイクロカプセル類はアプレトン（Appleton）からのものであり、尿素ホルム
アルデヒドシェルで作製され、８０％の香料充填を有する。ケミテック（Chemitech）及
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　２７流動助剤はデグサ（Degussa）からのサイパーナット（Sipernat）、好ましくは８
８、８２０Ａ、Ｄ１７又はこれらの混合物である。
　２８流動助剤は、カボット（Cabot）からのカボシル（Cab‐o‐Sil）又はデグサ（Degu
ssa）からのエアロジル（Aerosil）、好ましくはカボシル（Cab‐o‐Sil）Ｍ５である。
【０１９５】
　実施例ＸＸＩＩＩのための加工工程
　プレミックス類：
　１．グアープレミックスの調製：３％のＮ－ハンス（N‐Hance）３１９６グアー粉末、
５０％のプロピレングリコール及び４７％のＤＩ水をビーカー中で組み合わせ、３０分間
混合し、２５％ＨＣＬを用いてｐＨを６～７に下げて更に１５分間混合する。
　２．デュータン（Diutan）ガムプレミックスの調製：０．５４％のデュータンガム粉末
、４９．３％のグリセリン及び５０．１６％のＰＥＧ４００をビーカー中で組み合わせ、
すべての粉末が溶解するまで（約１～２時間）混合する。
　３．ＰＤＭＳ　ＨＩＰＥの調製：９０％の１００ＫＰＤＭＳ、２．５％のＡＥ１．８Ｓ
界面活性剤及び７．５％のＤＩ水を組み合わせてスピードミキサーを用いて乳化されるま
で混合する（ＨＩＰＥの形成を確認するために水中への分散性をチェックする）。
【０１９６】
　手順：
　１．０．６３％ＡＥ１．８Ｓと５％ネオドール（Neodol）とを組み合わせる。
　２．２２％のグアープレミックスを加え、滑らかになるまで攪拌する－これがコアセル
ベートである。
　３．２２．２％ＰＤＭＳ　ＨＩＰＥ及び４６．１１％デュータン（Diutan）ガムプレミ
ックスを加える。
　４．ＩＫＡミキサー（ジャンケ・アンド・クンケル　ＩＫＡ－ウェルク・ラボルテクニ
ーク（Janke & Kunkel IKA‐Werk Labortechnik）ＲＷ２０ＤＺＭ型）を用いて、８００
ｒｐｍ～１０００ｒｐｍで１５～３０分間オーバーヘッド混合する。
　５．ｐＨをチェックし、必要ならば２５％ＨＣＬを用いてｐＨ５～６に下げる。
　６．香油を加えて更に１５分間攪拌を続ける。
　７．染料を加え、均質になるまで攪拌する。
【０１９７】
　パウチ類：
　液体－上述の処方品１５ｇを液体区画としてＰＶＯＨフィルム中にパウチ詰めする。
　粉末－ＳＣＡと硫酸ナトリウムのドライミックス（１：１）５ｇを粉末区画とする。
　フィルム－合計約０．６４ｇポリビニルアルコールフィルム、モノソール社（MonSol L
LC）からの厚さ０．０８ｍｍ（３ミル）のモノソール（Monosol）８６３０Ｋ。
【０１９８】
　実施例ＸＸＸ
　第一の区画中に洗剤及び柔軟仕上げ剤を含有し、第二の区画中に静電気抑制剤を含有す
る二区画ＰＶＯＨパウチ。
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【表３１】

　１ジエチレントリアミンペンタキスメチレンホスホン酸、ナトリウム塩
　２ジエチレントリアミン五酢酸、ナトリウム塩
　３ポリビニルアルコールフィルム中に１回用量品として包装された、コンパクトな処方
品

【表３２】

　１アクアロン（Aqualon）からの、Ｎ－ハンス（N-Hance）３１９６
　２指示に従い、平均１．１又は１．８モルのＥＯを有するアルキル（Ｃ１２～１５）エ
ーテル硫酸ナトリウム。原料は、５０％の界面活性剤ペースト、４２％の水及び８％のエ
タノールを含有する。
【０１９９】
　コアセルベートを製造するためのプロセス
　プレミックス類：
　１．グアープレミックスの調製：３％のＮ－ハンス（N‐Hance）３１９６カチオン性グ
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アーガム粉末、及び９７％のＤＩ水をビーカー中で組み合わせて３０分間混合し、２５％
ＨＣＬを用いてｐＨを５～６に下げ、そして更に１５分間混合する。
　２．ＰＤＭＳ　ＨＩＰエマルションの調製：９０％の１００Ｋ　ｃＳｔ（０．１ｍ２／
ｓ）ＰＤＭＳ、２．５％のＡＥ１．８Ｓ界面活性剤及び７．５％のＤＩ水を組み合わせ、
スピードミキサーで乳化されるまで混合する（ＨＩＰエマルションの形成を確実にするた
めに水中への分散性をチェックする）。
【０２００】
　手順：
　１．４８．９７％のＰＤＭＳ　ＨＩＰエマルション、４８．５３％のグアープレミック
ス及び２．５％のＡＥ１．１Ｓを容器中で組み合わせる。
　２．ＩＫＡミキサーを用いて８００ｒｐｍ～１０００ｒｐｍで１５～３０分間オーバー
ヘッド混合するか、あるいはスピードミキサーを用いて滑らかになるまで混合する。
　３．必要ならば、ｐＨを７～８に調整する。
【０２０１】
　静電気防止活性物質
　２．０ｇＳＣＡ粉末１。
　１ＳＣＡは、デグサ（Degussa）からの、約９５ミクロンのロタップ中央粒粒径（Rotap
 median particle size）を有する、公称７０％ジステアリルアミン及びクメンスルホン
酸イオン対及び３０％ビス（ジステアリル）アンモニウムサルフェートの小球である。
【０２０２】
　二区画一回用量ＰＶＯＨパウチの物品
　８８％の上述の洗剤組成物（Ａ）及び１２％の上述のコアセルベート組成物（Ｃ）を組
み合わせて一つの組成物へと混合する。この洗剤及びコアセルベートの組み合わせ５６．
８ｇを水溶性ＰＶＯＨパウチの一つの区画中に入れ、２．０ｇの静電気防止活性物質粉末
をＰＶＯＨパウチの第二の区画中に入れる。洗濯プロセスの洗浄サイクルへと加えられた
この物品の柔軟性能試験は、１００％綿テリー布において、処理されていない綿テリー布
と比較して顕著な柔軟性を与える。
【０２０３】
　実施例ＸＸＸＩ
　単一区画一回用量ＰＶＯＨパウチの物品
　８８％の上述の洗剤組成物（Ａ）及び１２％の上述のコアセルベート組成物（Ｃ）を組
み合わせて、一つの組成物へと混合する。洗剤及びコアセルベートの組み合わせ５６．８
ｇを、水溶性ＰＶＯＨパウチの一つの区画中に入れる。
【０２０４】
　「発明を実施するための最良の形態」において引用されるすべての文献は、その関連部
分において本明細書に参考として組み込まれるが、いずれの文献の引用も、それが本発明
に対する先行技術であることを認めるものと解釈されるべきではない。
【０２０５】
　本明細書全体を通じて記載されているあらゆる最大数値限定には、それよりも小さいあ
らゆる数値限定が、そのような小さい数値限定が本明細書に明確に記載されているかのよ
うに包含されることを理解すべきである。本明細書全体を通じて記載されているあらゆる
最小数値限定には、それより大きいあらゆる数値限定が、そのような大きい数値限定が本
明細書に明確に記載されているかのように包含される。本明細書全体を通じて記載されて
いるあらゆる数値範囲には、そのようなより広い数値範囲内に入るそれよりも狭いあらゆ
る数値範囲が、そのようなより狭い数値範囲が全て本明細書に明確に記載されているかの
ように包含される。
【０２０６】
　他に指定がない限り、本明細書の明細、実施例、及び請求の範囲における全ての部分、
比率、及び百分率は重量に基づき、及び全ての数値限定は、当該技術分野において許容さ
れる通常の程度の精度で使用される。



(55) JP 4615570 B2 2011.1.19

【０２０７】
　本発明の特定の実施形態を説明し記載してきたが、本発明の趣旨及び範囲から逸脱する
ことなく、他の様々な変形及び修正を実施できることが、当業者には明白であろう。した
がって、本発明の範囲内にあるそのようなすべての変更及び修正を、添付の特許請求の範
囲で扱うものとする。
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